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第 1 章 序論 
1.1 超重元素・超重核 
 図 1.1.1 に現在までに発見された元素の周期表を示す。この中で自然界に存在する元素は
94 種類であり、最も大きい原子番号をもつ元素は 94 番のプルトニウム（Pu）である。図
中に黄色で示した原子番号 43 番のテクネチウム（Tc）、61 番のプロメチウム（Pm）、85
番のアスタチン（At）、93 番のネプツニウム（Np）、94 番のプルトニウム（Pu）の 5 つ
の元素は、天然に発見される以前に人工的に合成された。原子番号が 95 番以降の元素はす
べて人工的に合成されてきた。人工合成による元素の研究は 1930 年代に始まり、2017 年
現在では 118 番までの元素が国際純粋応用物理学連合（IUPAP；International Union of 
Pure and Applied Physics）と国際純正応用化学連合（IUPAC；International Union of Pure 




図 1.1.1 元素の周期表。原子番号 43、61、85、93、94 の元素は、天然に発見される以前に人工的に合
成された。原子番号 113、115、117、118 の元素は、国際純粋応用物理学連合 （IUPAP ; International Union 
of Pure and Applied Physics） と国際純正応用化学連合 （IUPAC ; International Union of Pure and 
Applied Chemistry） の合同ワーキンググループ （JWP ; Joint Working Party） によって 2015 年 12








くなるにつれて寿命が短くなる。人工合成された 29 の元素のうち、101 番以下の原子番号
を持つ元素はサイクロトロンや原子炉、水爆実験により合成された。例えば原子番号 95 か
ら 98、および 101 番元素は、サイクロトロンや原子炉からの中性子、陽子、α 粒子等を標




238 (𝑛, 𝛾) 𝑈92
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253 (𝛼, 𝑛) 𝑀𝑑101
256  
239Np（ネプツニウム, Z = 93）は 238U（ウラン, Z = 92）標的に中性子を照射して 239U が合
成され、その 239U が β－崩壊を起こすことによって発見された[2]。256Md（メンデレビウム, 
Z = 101）は 253Es（アインスタ二ウム, Z = 99）標的に α 粒子（Z = 2, A = 4）を照射するこ
とによって発見された[2]。しかし 102 番元素以降の元素を陽子や中性子、α 粒子等の軽い
原子核を衝突させて合成する場合、その標的となる元素は原子番号100番以降の元素（Fm）
が必要となる。しかしながら Fm 以降の元素は寿命が短く標的に使用することができない
ため、この方法では α 粒子（Z = 2）を Es（Z = 99）標的に当てて合成された Md（Z = 101）




 原子番号 104 番から 106 番元素はアメリカの LBNL（Lawrence Berkeley National 
Laboratory）のグループにより、標的の 249Cf に 12C、15N、18O を照射して合成された。105
番元素はほぼ同時期にロシアの FLNR（Flerov Laboratory of Nuclear Reaction）の研究グ
ループで 243Am(22Ne,4n)261Db により合成された。元素名を付ける権利は新元素を発見した
研究機関に与えられる。104 番から 106 番元素は発見から 20 年以上経った冷戦後に、LBNL
により 104・106 番元素は Rf（ラザホージウム）、Sg（シーボーギウム）と命名された[2]。
105 番元素は FLNR により Db（ドブニウム）と命名された[2]。107 番から 112 番元素は
ドイツの GSI（Helmholtzzentrum für Schwerionenforschung GmbH）のグループが、線






共同研究グループ（露米共同研究グループ）により 242Pu、245Cm の標的に 48Ca を照射し
て合成され、Fl（フレロビウム）、Lv（リバモリウム）と命名された[4]。113 番元素は同
じ露米共同研究グループが 2004 年 2 月に、標的の 243Am に 48Ca を照射して 115 番元素の
合成に成功し、その崩壊連鎖上の原子核として原子番号 113 の原子核も発見したと発表し
た[5,6]。しかし崩壊連鎖が既知の原子核まで到達していないため、命名権の獲得には至ら
なかった[4]。続いて、理化学研究所（理研）の森田グループが 2004 年 7 月に 209Bi の標的
に 70Zn を照射して 113 番元素の観測に成功し、合計 3 個の合成を報告した[7-9]。その後、
露米共同研究グループが 237Np の標的に 48Ca を照射して 113 番元素を合成した[10]。2015
年 12 月 31 日、理研グループに 113 番元素の命名権が与えられ[11]、Nh（ニホニウム）と
命名された[12]。元素発見の歴史において日本の命名権獲得はアジア初の快挙となった。露
米共同研究グループにより、115・117・118 番元素はそれぞれ 243Am、249Bk、249Cf の標
的に 48Ca を照射して合成され、113 番元素と同じく 2015 年に発見が認められた後[11]、そ
れぞれ Mc（モスコビウム）、Ts（テネシン）、Og（オガネソン）と命名された[12]。原子
番号 118 の Og まで元素名が確定した今、新元素研究の最前線は元素周期表の第 8 周期と
なる 119・120 番の探索へと移行した。 
 
表 1.1.1 超重元素発見の歴史[2]。 
 
原子番号 元素名 元素記号 発見年 発見国 合成核反応












107 ボーリウム Bh 1981 ドイツ 209Bi(54Cr,n)262Bh





109 マイトネリウム Mt 1982 ドイツ 209Bi(58Fe,n)266Mt





111 レントゲニウム Rg 1995 ドイツ 209Bi(64Ni,n)272Rg
























































118 オガネソン Og 2006 ロシア/アメリカ 249Cf(48Ca,3n)294Og
117 テネシン Ts 2010 ロシア/アメリカ
2004
ロシア/アメリカ























は「冷たい核融合反応（cold fusion）」と「熱い核融合反応（hot fusion）」の 2 つに大別さ




表 1.2.1 冷たい核融合反応と熱い核融合反応の比較。 
 
 
Cold Fusion Hot Fusion











Z～82, N～126 の核 アクチノイド核














 表 1.2.1 に示すように「冷たい核融合反応」は Pb や Bi のような Z = 82、N = 126 の二
重魔法数付近の標的に Fe や Ni、Zn のようなビームを照射して合成される反応である。冷
たい核融合反応は FLNR の Oganessian によって提案され[14]、GSI および理研において
元素合成が行われてきた。GSI では Z = 107-112 元素の発見に成功し[15]、理研では 113
番元素 Nh を Bi（Z = 83）の標的に Zn（Z = 30）を照射して、冷たい核融合反応を用いて
合成した[7-9]。冷たい核融合反応で生成される複合核は、融合反応による励起エネルギー





















合反応で合成されたうち最も大きな原子番号を持つ Nh は 574 日におよぶ照射実験で 3 個


























































とができる[15]。FLNR では気体充填型反跳核分離装置 DFRS、GSI ではウィーンフィル
ター型の SHIP が用いられた[15]。 
 
 
図 1.3.3 GARIS ならびに GARIS-II の概念図。 
 
 理研では図 1.3.3 左に示す気体充填型反跳核分離装置 GARIS が用いられた。GARIS は 2
つの双極子電磁石（D）と 2 つの四重極電磁石（Q）から構成され、D1-Q1-Q2-D2 の順番
で配置されている。平均電荷を与えるためのガスとして，標的および電磁石の領域には 70
～100 Pa 程度の圧力のヘリウムガスが充填されている。また GARIS の焦点面検出器は l0-4 
Pa 程度まで排気されており、ガス充填領域と真空領域は MYLAR 膜で隔てられている。超




り発生するバックグラウンド粒子は D2 電磁石によって除去される[15]。GARIS を用いて
これまでに原子番号 108 のハッシウムから[18,19]、新元素である原子番号 113 のニホニウ
ムに至る超重元素の原子核（超重核）の合成に成功した[20-23,7-9]。これら超重元素の合成
は前述した「冷たい核融合反応」を用いて行われたが、図 1.2.1 に示したように超重核の生










図 1.3.4 GARIS 焦点面における超重核の収集効率。横軸は焦点面の水平軸であり検出器の大きさ±3 cm










化した専用の気体充填型反跳分離器 GARIS-II を開発した[25]。図 1.3.3 右に気体充填型反
跳分離器 GARIS-II の概念図を示す。GARIS-II は Q1-D1-Q2-Q3-D2 の順番で電磁石が配
置され、超重核と充填されたガスの多重散乱を少なくするために気体充填部を短縮し、大
きな角度アクセプタンスでより多くの超重核を検出できるように改良されている。
GARIS-II を用いて熱い核融合反応による 238U(48Ca,3n)283Cn の合成実験を行い、283Cn の












行時間(Time of Flight: TOF) 検出器と箱型に設置されたシリコン半導体検出器群（理研で
は Si-box と呼ぶ）から構成されている。 
 
 
図 1.3.5 FLNR で使用されている焦点面検出器の概念図（左）。2 台の飛行時間検出器と Si-box からな
る。右上の写真（過去に使用されていたもの）は 11 台の検出器、右下の写真（現在使用されているもの）
は 8 台の検出器が箱型に配置されている[29]。 
 
 
図 1.3.6 GSI で使用されている焦点面検出器の概念図（左）。3 台の飛行時間検出器と Si-box からなる。





図 1.3.7 理研で使用されている焦点面検出器の概念図。2 台の飛行時間検出器と Si-box からなる。右の
写真に示すように 4 台の検出器が箱型に配置されている。 
 
 各研究機関における TOF 検出器と Si 検出器の概要を表 1.3.2 に示す。図 1.3.7 はこれら
焦点面検出器の概念図であり、核融合反応により生成され分離装置でバックグラウンドか
ら分離された超重核は、飛行時間検出器（TOF）を通過した後、箱型に設置された Si-box
の底面部（図 1.3.7 の灰色部）に打ち込まれる。Si-box の底面部は Si 検出器の電極がスト
リップ上に配置された位置敏感型検出器（Position Sensitive Detector : PSDまたはDouble 




表 1.3.2 各研究機関における焦点面検出器の概要[29]。 
































Si-box の PSD（DSSD）に打ち込まれた超重核は不安定な原子核のため、α 崩壊や自発核
分裂を連鎖的に起こす。PSD はこの時の α 粒子や自発核分裂片を検出し、その崩壊時間、
崩壊時のエネルギー、PSD 上での位置を記録する。崩壊により生じる α 粒子や自発核分裂
片の飛程は、PSD に打ち込まれる超重核の飛程（数 m 程度）よりも十分に長いため、PSD
中で崩壊した α 粒子や自発核分裂片がビーム入射方向とは逆となる上流部に放出された場
合、PSD を飛び出してしまうことになる。Si-box の側面に設置された複数枚の Si 検出器



















図 1.3.8 観測された崩壊の連鎖の例。親核 P と娘核 D が α 崩壊し、安定な孫核 G に到達した場合を示す。 
 
親核 P である超重核（質量数 A、原子番号 Z）が α 崩壊を起こし、娘核 D（質量数 A − 4、
原子番号 Z − 2）になり、娘核 D も α 崩壊を起こして安定な孫核 G（質量数 A − 8、原子
番号 Z − 4）に到達する崩壊連鎖を示す。それぞれの α 崩壊は打ち込まれた親核 P と同じ
位置で起こり、エネルギーや寿命という崩壊情報が測定される。娘核 D や孫核 G の崩壊
情報が文献値と一致していれば、崩壊連鎖をさかのぼることにより親核 P を同定すること
ができる。冷たい核融合反応の例として、観測された 113 番元素 Nh の崩壊連鎖を図 1.3.9
13 
 
に示す。図 1.3.9 左および中央の崩壊連鎖では 278Nh が検出器へ入射した後、4 回の連続し
た α 崩壊を繰り返したのち、自発核分裂を起こして崩壊の連鎖を終了した。これら 2 つの
崩壊チェーンにおいて観測された、連続した α 崩壊のうち 4 回目の α 崩壊は、その崩壊エ
ネルギーと崩壊時間が、既知核ボーリウム 266（原子番号 107、質量数 266：266Bh）のも
のと一致しており、さらにそれに引き続く自発核分裂の観測は、266Bh の α 崩壊した娘核で
あるドブニウム 262（原子番号 105、質量数 262：262Db）の崩壊様式と一致していた。こ
れら親子関係にある既知の崩壊に、崩壊の連鎖が接続したことによって、4 回の α 崩壊を逆
にたどって、最初にできた超重核は質量数 278、原子番号 113 の原子核であることを同定
し[7,8]、元素発見の申請を行った。この崩壊連鎖が確認された後の IUPAP と IUPAC によ
る元素発見を認定する審査ではそれまでに報告されていた 262Db の崩壊様式では α 崩壊の
分岐比が 67%[31]と高かったことと、観測されたイベント数が少ないことから発見が認めら
れなかった[4]。そこで理研では 248Cm(23Na,5n)反応を用いて 266Bh を合成することにより
その娘核 262Db を観測し、崩壊情報を調べることで 278Nh の崩壊連鎖を検証するいわゆるク















れた 118 番元素 294Og は 112 番元素の未知の同位体 282Cn で自発核分裂を起こして崩壊の
連鎖を終了した。図 1.3.10 に 118 番元素およびそのクロスボンバードメント実験により観
測された崩壊の連鎖を示す。294Ogの崩壊連鎖上にある116番元素の同位体 290Lvおよび114
番元素の同位体 286Fl を、それぞれ 245Cm(48Ca,3n)290Lv および 242Pu(48Ca,4n)286Fl によっ
て合成し、290Lv や 286Fl の崩壊連鎖と 294Og からの崩壊連鎖を比較することで、294Og が
282Cn の自発核分裂で崩壊連鎖を終了することを確認した。これらの結果より 282Cn は既知
の核として扱われ、α 崩壊を遡って 294Og が同定された[32]。 
 
 
図 1.3.10 118 番元素 294Og およびそのクロスボンバードメント実験により観測された崩壊の連鎖[32]。 
 
 






れた励起関数[34]で、赤色で示された 3 点が測定結果である。48Ca ビームを 245 MeV に設
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定した時 1 イベントが観測され、251 MeV では 2 イベント、252 MeV では 2 イベントが観
測された。48Ca ビームのエネルギーが 252 MeV の時、生成断面積は 0.9 pb であり、生成
断面積の理論値と実験値が同じ傾向を示したことから合成された核種は 249Cf(48Ca,3n)反応
で合成された 294Og と同定された[33]。 
 
1.4 超重核の自発核分裂同定の重要性 
 図 1.4.1 に超重核領域の核図表を示す。核図表は核種を中性子数（横軸）と陽子数（縦軸）
で分類した関係図である。核種は崩壊の種類ごとに黄色は α 崩壊、緑色は自発核分裂、桃
色は β-崩壊または電子捕獲、水色は β+崩壊として色分けされている。これまで発見された
元素の中で一番原子番号の大きい 118 番元素ならびに理研で発見された 113 番元素、そし
て次の研究目標である 119 番, 120 番元素を図中に示した。113 番元素は冷たい核融合反応



















図 1.4.1 超重核領域での核図表。黄色は α 崩壊、緑色は自発核分裂、桃色は β+崩壊ならびに電子捕獲、水




 自発核分裂の詳細を調べるために、自発核分裂によって生じた 2 つの核分裂片の全運動
エネルギー（TKE：total kinetic energy）を測定する手法が挙げられる。図 1.4.2 に横軸
に fissility パラメータ Z2/A1/3、縦軸に TKE の平均値もしくは最確な値 TKE̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅（実験値）を
とった図[37]を示す。Viola らによるフィッティング関数は次式のように表される[38]。 
𝑇𝐾𝐸̅̅ ̅̅ ̅̅  [𝑀𝑒𝑉]  = (0.1189 ± 0.0011)𝑍2/𝐴1 3⁄ + 7.3(±1.5)                     (1.4.1) 
Unik らによるフィッティング関数は次式のように表される[39]。 
𝑇𝐾𝐸̅̅ ̅̅ ̅̅  [𝑀𝑒𝑉]  = 0.13323𝑍2/𝐴1 3⁄ − 11.64                                  (1.4.2) 
このように自発核分裂を起こす核種の TKE̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅ は fissility パラメータに比例していることが
分かる。TKE̅̅ ̅̅ ̅̅ ̅ が比較的小さい領域では核分裂片のそれぞれの質量は対称に分割し、式
(1.4.1)または(1.4.2)によって示される。重アクチノイド元素（Fm, Md, No 等）では同じ核
種でも核分裂障壁が異なり、核分裂片のそれぞれの質量が非対称に分割することが報告さ


















子から弁別した超重核を、焦点面に設置した Si-box の位置有感型検出器 PSD（DSSD）に
収集し、その位置で連鎖的に生じる α 崩壊や自発核分裂を検出することで行われる。図 1.5.1
に Si-box を横から見た時の模式図を示す。灰色で示した部分は半導体検出器表面の電極や
不完全な空乏化による不感層であり、超重核が矢印の方向から入射し、PSD 内で停止した
場合を表す。停止した位置で起こる自発核分裂によって、互いに 180 度方向に放出された 2







なる。図 1.5.1 右に示すように PSD 内での核分裂片の飛程と放出される角度が同じ時、合
成された超重核が PSD に埋め込まれる深さが深い方が 2 つの核分裂片が PSD 内で検出さ
れる割合が高くなり、浅い場合は片方の核分裂片が PSD から飛び出して SSD で検出され
る割合が高くなる。後者の場合、片方の核分裂片は PSD ならびに SSD の不感層でエネル
















 超重核研究に用いられている Si-box の自発核分裂片に対する応答は、Si-Box の PSD ま
たは DSSD 内に打ち込まれた超重核の崩壊過程から放出される核分裂片に依存するため、
Si-box の外に置いた標準線源を用いたオフライン実験での評価は非常に困難である。その
ため、FLNR や GSI では自発核分裂に対する分岐比が大きく（26%）、半減期が短い（T1/2 




で得られた 252No の自発核分裂によるエネルギーは Si-Box の不感層や波高欠損の影響を受
け、期待される 252No の TKE 値よりも低いエネルギー値としてそれぞれ観測された。FLNR
および GSI は 252No の TKE の文献値 194.3 MeV[45]と観測された TKE 値の差を TKE 補
正値と定義し、FLNR では 20 MeV[44]、GSI では核分裂片が Si-Box で検出されるパター
ンに併せて 25～70 MeV の補正値を得た[28]。 
 FLNR では例えば「熱い核融合反応」によって合成した 116 番元素 Lv の崩壊連鎖におい
て、自発核分裂を起こした核種の崩壊エネルギーにこの補正値を足し合わせて TKE を求め
て核種同定の理解を深め、新元素発見に活用した。また、GSI においても「熱い核融合反
応」によって合成した 112 番元素 238U(48Ca,xn)286-xCn および 116 番 248Cm(48Ca,xn)296-xLv
の崩壊連鎖により生じた 281Ds、284Cn の自発核分裂の崩壊エネルギーをこの TKE 補正値を
用いて補正し、FLNR による先行結果と比較することでその核種の同定に利用した。さら
に、GSI では PSD に打ち込まれる 252No のエネルギーを変化させ、252No が PSD 内に打




となる。しかしながら、超重元素研究の焦点面検出器に用いられている Si-box は表 1.3.2
に示したように、各研究機関において独自に開発された Si-Box 検出器が採用されており、







 本研究では、自発核分裂に対する高度検出技術の開発を目的として 252No による評価方法
を採用し、PSD から放出された自発核分裂片の PSD と SSD へのエネルギー付与バランス
に着目して、① 2 つの分裂片が PSD 単独で検出する場合、② 1 つの分裂片が PSD で検出
され片方はSi-Box外にエスケープする場合、③ 1つの分裂片がPSDで検出され片方はSSD







 さらに、応用として熱い核融合反応 248Cm(48Ca,xn)により合成された 116 番元素（リバモ
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は Z = 114、N = 184 を中心とした領域の核種が長寿命であるとされた。既知の魔法数とし
ては Z＝2, 8, 20, 28, 50, 82, 114、N＝2, 8, 20, 28, 50, 82, 126 がある。陽子数、中性子数
がこれらにあたる核種は安定性が高く、原子核崩壊や核分裂が起こりにくい。今のところ
質量数 208 の鉛（Z = 82、N = 126：208Pb）が最も大きな陽子・中性子の魔法数を持つ核


































 複合核 CN が基底状態の入射粒子 p（原子番号：Zp、質量数：Ap、質量過剰：Mp、実験
室系での運動エネルギー：Elab）と基底状態の標的粒子 t（原子番号：Zt、質量数：At、質
量過剰：Mt）の完全核融合により合成される場合を考える。複合核 CN の原子番号を ZCN
＝Zp＋Zt、質量数を ACN＝Ap＋At、質量過剰をMCN、励起エネルギーを ECN*、実験室系で





∗) = 𝑄𝑔𝑔 − 𝐸𝐶𝑁





2                                               (2.2.2) 
であり、Qggは複合核形成の Q 値である。また、エネルギー保存則より 
𝐸𝑙𝑎𝑏 + (∆𝑀𝑝𝑐
2 + ∆𝑀𝑡𝑐
2) = 𝐸𝐶𝑁,𝑙𝑎𝑏 + ∆𝑀𝐶𝑁𝑐
2 + 𝐸𝐶𝑁
∗                             (2.2.3) 
すなわち 
𝐸𝑙𝑎𝑏 + 𝑄𝑔𝑔 = 𝐸𝐶𝑁,𝑙𝑎𝑏 + 𝐸𝐶𝑁
∗                                                   (2.2.4) 
が成り立つ。核融合反応に影響するのは、入射エネルギーと複合核のエネルギーの差、Elab
－ECN,labで、重心系のエネルギーECMと呼ばれる。これを用いると 
𝐸𝐶𝑀 = 𝐸𝑙𝑎𝑏 − 𝐸𝐶𝑁,𝑙𝑎𝑏 = 𝐸𝐶𝑁




































+ 𝑉𝑛(𝑟)                                                  (2.2.8) 
ここで e は素電荷、r は二核間距離、ħ はプランク定数 h を 2π で割った量、l は軌道角運動
量、μ は換算質量、Vn(r) は核力のポテンシャルである。l＝0（s 波）のときの融合障壁を
B、障壁位置での二核間距離を rBとすると、l≠0 に対する障壁の高さ Blは 
𝐵𝑙 ≈ 𝐵 +
ℏ2𝑙(𝑙 + 1)
2𝜇𝑟𝐵2
              (2.2.9) 
と書くことができる。障壁付近のポテンシャルを逆放物線－μωl2r2/2 で近似し、重心系での
エネルギーEが障壁の高さと等しいときの透過確率が1/2となるuniform近似を用いると、
障壁透過確率 Pl(E) は 
𝑃𝑙(𝐸) =
1



























                                                (2.2.12) 
ここで k=√2μE/ℏ は波数である。融合反応が起こる軌道角運動量の最大値をlmax
fu とし、以
下の sharp cutoff 近似 
𝑃𝑙 = {   
1      (𝑙 ≤ 𝑙𝑚𝑎𝑥
𝑓𝑢
)
0      (𝑙 > 𝑙𝑚𝑎𝑥
𝑓𝑢
)
















                                       (2.2.14) 
と書くことができる。(2.2.13)式の sharp cutoff 近似は 

























)                    (2.2.16) 






𝜎𝑐𝑎𝑝(𝐸) = ∫ 𝜎𝑐𝑎𝑝(𝐸, 𝐵)𝑝(𝐵)𝑑𝐵
∞
0












}                                            (2.2.18) 
を仮定している。B0と w は融合障壁の平均値とその幅である。𝜎𝑐𝑎𝑝(𝐸, 𝐵)として次式 





)          (𝐸 > 𝐵)
0                                  (𝐸 ≤ 𝐵)





















                                              (2.2.22) 
Wilczyńska らは式(2.2.20)を実験値に当てはめ、融合障壁の平均値 B0と幅 w を系統的に求
めた[5]。得られた経験式は 
𝐵0 = 0.0136𝑧





1 3⁄ + 𝐴𝑡
1 3⁄ )
                                                    (2.2.24) 
で表される。その後、Świątecki らによってパラメータの改善が行われ[4] 
𝐵0 = 0.85247𝑧 + 0.001361𝑧














          (𝑖 = 𝑝, 𝑡)                                            (2.2.27) 
が得られた。ここで、C＝0.07767 fm-1、W0＝0.41 fm、Ri=1.14Ai1/3、βiは四重極変形パラ
メータ（i＝p のときは入射粒子、i＝t のときは標的粒子を示す）を表している。 
 
(2) 複合核形成確率 Pform 
 (1)では、入射核と標的核が融合障壁を乗り越えて接触する過程について示した。ここで
は接触した二核が複合核を形成する過程について述べる。入射核と標的核の原子番号の積
ZpZtが ZpZt<1800、あるいはクーロンパラメータ z<190 程度の比較的軽い反応系では、障
壁を越えれば複合核が形成される確率は高くなるが、超重核合成のように ZpZt>1800、ある
いはクーロンパラメータ z>190 程度になると、複合核形成確率は ZpZtの増加とともにほぼ
指数関数的に減少することが知られている[12]。前者の場合、接触した二核が複合核を形成
する確率 Pformは Pform≈1、後者の場合は Pform≪1 となる。この現象は fission hindrance と



















粒子、核子系を熱浴と見なす。融合運動の自由度を x とし、図 2.2.3 のように複合核形成
の鞍点でのポテンシャルの形を逆放物線 V(x)＝－bx2/2 で近似する。このブラウン粒子は外
力 bx を受けるため、平均的には x>x0 の方向にポテンシャルの山を滑り落ち、核分裂して
しまう。しかし稀に、熱浴からの揺動力によって x<0 の位置にくる可能性があり、これは








{𝑏𝑥𝑊(𝑥, 𝑡)} + 𝑇
𝜕2
𝜕𝑥2
𝑊(𝑥, 𝑡)                                (2.2.28) 
の解である。ここで G は熱浴の粘性に比例する摩擦係数である。右辺の第一項はブラウン
粒子のドリフト速度、第二項は位置分布の広がりを決める。 
 複合核形成確率 Pformは時刻 t→∞でブラウン粒子が x<0 にある確率であり、t＝0 のとき







)                                                    (2.2.29) 
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図 2.2.3 ポテンシャル障壁 H を近似した逆放物線。時刻 t＝0 に位置 x0 にあったブラウン粒子が時刻 t
→∞に x<0 にある確率が複合核形成確率 Pformである。 
 
 Loveland によって、複合核形成確率は半経験式 
𝑃𝑓𝑜𝑟𝑚(𝐸, 𝐽) ≈ 𝑃𝑓𝑜𝑟𝑚(𝐸) = 0.5𝑒𝑥𝑝{−𝑐(𝑥𝑒𝑓𝑓 − 𝑥𝑡ℎ𝑟)}                           (2.2.29) 
で表わせることが示されている[8]。ここで xeffは次式で示される effective fissility（核分裂






} (1 − 𝛼 + 𝛼𝑓(𝜅))                                    (2.2.30) 
ただし、 
(𝑍𝐶𝑁





}                        (2.2.31) 
𝑓(𝜅) =
4
𝜅2 + 𝜅 + (1 𝜅⁄ ) + (1 𝜅2⁄ )






                                                         (2.2.33) 
であり、α は 1/3 である。xeffが大きくなるにつれて、複合核が形成される前に核分裂が起
こり、Pformが小さくなる。 
 






くなる。複合核が核分裂を起こさずに中性子を x 個の中性子を放出して生き残る確率 Psur
















                                              (2.2.34) 
生き残り確率の計算では絶対的な崩壊幅の値よりも崩壊幅の比が重要になる。簡単のため
に、ほぼ球形の複合核の状態から核分裂が起こる鞍点の状態への移行を、変形の増大とい







)                                                    (2.2.35) 
となる。ここで C は比例定数であり、A＝250 の超重核領域では C~8 である[15]。 
 原子番号が一定の場合、中性子数が減少すると、中性子分離エネルギーBn は増加し、式
(2.2.31)で与えられる核分裂の起こりやすさ xeffが増加するので、核分裂障壁 Bfは減少する。
その結果、崩壊幅の比 Γn/Γf は中性子数とともに減少し、生き残り確率が小さくなる。図 






𝑃𝑒𝑥𝑐                                                            (2.2.36) 
と書くことができる[4]。ただし、超重核領域では陽子や α 粒子放出の崩壊幅は小さいので、
全幅を Γt＝Γn＋Γfと仮定した。式(2.2.36)の Pexcは 







)          (𝐾 ≥ 0)
1                                             (𝐾 < 0)
                               (2.2.37) 
と表せる。ここで、K は複合核の実効励起エネルギーU*から複合核の中性子分離エネルギ
ーBnとしきい値エネルギーEthを引いた値 
𝐾 = 𝑈∗ − 𝐵𝑛 − 𝐸𝑡ℎ                                                       (2.2.38) 
である。実効励起エネルギーU*とは複合核の励起エネルギーECN*から対エネルギーδ(A,Z) 
𝛿(𝐴, 𝑍) = {   
0                        (𝑜𝑑𝑑 − 𝑜𝑑𝑑)
12 √𝐴⁄            (𝑜𝑑𝑑 − 𝑒𝑣𝑒𝑛)
24 √𝐴⁄           (𝑒𝑣𝑒𝑛 − 𝑒𝑣𝑒𝑛)
                                  (2.2.39) 
を引いた値 








                                                          (2.2.41) 
ここで𝑎ldmは次式で表される状態密度パラメータ 
𝑎𝑙𝑑𝑚 = 0.076𝐴 + 0.180𝐴
2 3⁄ 𝐹(𝛼) + 0.157𝐴1 3⁄ 𝐺(𝛼)     [𝑀𝑒𝑉−1]                  (2.2.42) 
𝐹(𝛼) = 1 + (0.6416𝛼 − 0.1421𝛼2)2                                      (2.2.43) 
𝐺(𝛼) = 1 + (0.6542𝛼 − 0.0483𝛼2)2                                      (2.2.44) 




                                                         (2.2.45) 
である。球形核の場合、α＝0、F(α)＝G(α)＝1 となり、式(2.2.42)は次式のようになる。 
𝑎𝑙𝑑𝑚 = 0.076𝐴 + 0.180𝐴
2 3⁄ + 0.157𝐴1 3⁄                          (2.2.46) 
 
 
図 2.2.5 生き残り過程に関するエネルギーの関係。 
 
式(2.2.36)の崩壊幅の比は、複合核の全エネルギーと中性子放出または核分裂の鞍点の間に


















𝑇𝑛{1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝑈𝑛 𝑇𝑛⁄ )}𝑒𝑥𝑝𝑆𝑛
𝑇𝑓{1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝑈𝑓 𝑇𝑓⁄ )}𝑒𝑥𝑝𝑆𝑓
                                       (2.2.48) 
と書くことができる。ここで S はエントロピー 
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𝑆 = 2√𝑈∗ + 𝐸𝑠ℎ𝑒𝑙𝑙 {1 − 𝑒𝑥𝑝 (−
𝑈∗
𝑘





けられる。ECN*<30 MeV の場合は冷たい核融合反応、ECN*<30 MeV の場合は熱い核融合反
応と呼ばれ、前者では中性子欠損核、後者では中性子過剰核が生成される。冷たい核融合




きいので、励起エネルギーは~15 MeV 程度に抑えられ、複合核は中性子を 1 または 2 つ放
出して脱励起し、蒸発残留核となる。つまり、中性子の放出および核分裂の競合回数が少
ないため、生き残り確率が高くなる。ただし、ZpZt>1800 となるので、複合核形成確率は低
くなる。冷たい核融合反応はロシア・FLNR の Oganessian によって提案され[16]、この核
融合反応を用いて Z＝107-113 元素が合成され、発見が認められた[17-31]。しかし、入射
核の陽子数の増加に伴い、fusion hindrance が激増しており、Z＝113 元素が測定の限界で
ある。一方、熱い核融合反応ではアクチノイド核種 232Th, 238U, 244Pu, 243Am, 246,248Cm や












2.3.1 α 崩壊 







4 + 𝑄𝛼                                                        (2.3.1) 
ここで Qαは α 崩壊の Q 値（α 崩壊で解放されるエネルギー）であり、崩壊前後の質量差で
ある。Qα>0 であることが α 崩壊のしきい値となる。Qαは原子核の質量エネルギーの差 
𝑄𝛼 = (𝑀𝑃 − 𝑀𝐷 − 𝑀𝛼)𝑐












2                                      (2.3.3) 
0 = 𝑀𝛼𝑣𝛼 − 𝑀𝐷𝑣𝐷                                                        (2.3.4) 














𝑄𝛼                                                     (2.3.6) 
であり、殆どの Qαは α 線の運動エネルギーに分配される。 
 
Geiger-Nuttal 則 
 1911 年、Geiger と Nuttal は天然の α 放射性同位元素から放出される α 線のエネルギー
が大きいほど、その崩壊定数 λ が大きいことに着目し、λ と空気中での α 線の飛程 R との
間に次式のような関係があることを発見した[44]。 
𝑙𝑜𝑔10λ = A𝑙𝑜𝑔10𝑅 + 𝐵                                                       (2.3.7) 
ここで A と B は定数であり、λ を s-1、R を cm で表すと、A=59.0、B は崩壊系列によって
異なり、ウラン系列では－41.8、トリウム系列では－43.4、アクチニウム系列では－45.0
で与えられる。後に、Gamow[45]や Condon ならびに Gurney[46]によって、量子力学的
トンネル効果である確率でクーロン障壁を透過し、α 崩壊を起こすことが説明され、崩壊系
列によらない関係式が導かれた。半減期 T1/2＝ln2/λ s および Qαを用いて 
𝑙𝑜𝑔10𝑇1 2⁄ = 𝑎
𝑍
√𝑄𝛼
+ 𝑏                                                       (2.3.8) 
と表せる。Z は原子番号、a、b は原子番号によって異なる定数である。式(2.3.7)または(2.3.8)
を Geiger-Nuttal 則という。この式は α 崩壊の崩壊確率をよく再現する。さらに、超重核




+ (𝑏1𝑍𝑝 + 𝑏2)                                       (2.3.9) 






適用範囲 a1 a2 b1 b2 Reference 
Z>82, N>126 2.11329 -48.9879 -0.390040 -16.9543+ hlog [47] 
Z>104 1.66175 -8.5166 -0.20228 -33.9069 [48] 
Z>82, N>126 1.81040 -21.7199 -0.26488 -28.1319 [49] 
Z>104 1.66175 -8.5166 -0.20228 -33.9069+ hlog [50] 
 













                                                    (2.3.11) 
は α-spectroscopic factor と呼ばれ、親核における α 粒子の存在のしやすさを示す。 
α 崩壊の確率は、図 2.3.1 に示すように遠方から核表面まではクーロンポテンシャルが働き、
核表面では引力が働く場合、融合障壁を透過する透過係数と α 粒子がその障壁に衝突する
回数の積で近似的に表すことができる。透過係数 P は WKB（Wentzel-Kramers-Brillouin）
理論と呼ばれる方法を用いて準古典的に求められる[12]。WKB 理論で透過係数 P は 
𝑃 ≈ 𝑒𝑥𝑝 [−
2
ℏ
∫ √2𝜇{𝑉𝑙(𝑟) − 𝐸𝛼}𝑑𝑟
𝑅𝐸
𝑅0











                                           (2.3.13) 
である。また、RE は核の外側で Eα＝Vl(RE)となる点、R0 は核力が働き始める点（核表面）
である。今、軌道角運動量 l が 0（s 波）のときを考えると 












































































                                                               (2.3.20) 
とする。これより透過係数 P は 








−1/2)}                       (2.3.21) 
となる。単位時間あたりに融合障壁に衝突する回数は α 粒子の速度を vinとすると、vin/2R0







∙ 𝑃                                                           (2.3.22) 
式(2.3.22)で P の前の係数を λ0とおくと 
λ = 𝜆0𝑃                                                                 (2.3.23) 
となる。λ0 はポテンシャル障壁がないときの崩壊定数と考えられ、天然の放射性元素では
ほとんど一定で、λ0～3×1020 sec-1であることが分かっている。つまりの λ 値は主としてク









2.3.2 自発核分裂   







場合、対称な核分裂は少なく、質量数がおよそ 95 と 140 近くの 2 つのピークを持ち、質量
数にばらつきがあることが分かる。核種によってこの分布は異なる。 












図 2.3.2 238U の収率曲線[51]。 
 
 
図 2.3.3 原子核の変形に対するポテンシャル。 
 
古典的質量公式と原子核の結合エネルギー 
 Weizsäcker-Bethe の質量公式は、陽子数 Z、中性子数 N の原子核の結合エネルギーを 
𝐵 = Z𝑀𝑃 + 𝑍𝑀𝑁 − 𝑀(𝑍,𝑁)                                                   (2.3.24) 
で定義すると、 
𝐵(𝐴, 𝑍) = 𝑎𝑣𝐴 − 𝑎𝑠𝐴










< 𝐵(𝐴, 𝑍) >≡
𝐵(𝐴, 𝑍)
𝐴
= 𝑎𝑣 − 𝑎𝑠𝐴









        (2.3.26) 




第 1 項：体積項     av＝15.753 MeV 
重い核では、核子あたりのエネルギーは<B(A,Z)>≈8 MeV で、ほぼ一定であることを表す項。 
第 2 項：表面項     as＝15.753 MeV 
av を補正するための項。原子核の表面にある核子は、内部の核子に比べて結合エネルギー
が小さい。これは表面に存在する核子の数、すなわち原子核の表面積に比例する。 
第 3 項：対称項     ai＝15.753 MeV 
陽子と中性子の数の差による非対称効果を補正する項。フェルミ気体模型によると A 個の
核子を Z 個の陽子と N 個の中性子に分けるとき、全系のエネルギーが最小になるのは Z＝
N＝A/2 の場合であり、この値からのずれで非対称効果が生じる。 
第 4 項：クーロン項   ac＝15.753 MeV 
陽子間に働くクーロン斥力による結合エネルギーの減少を表す項。 
第 5 項：偶奇項（対エネルギー） 
同種粒子が対を作ることでより安定になることを表す項で、次式で表せる。 
δ(𝐴) [𝑀𝑒𝑉] = {
12 √𝐴⁄         (𝑜𝑑𝑑 − 𝑜𝑑𝑑)
 0                   (𝑜𝑑𝑑 − 𝑒𝑣𝑒𝑛)
−12 √𝐴⁄   (𝑒𝑣𝑒𝑛 − 𝑒𝑣𝑒𝑛)
                                       (2.3.27) 
このように、液滴模型によって表面エネルギーやクーロンエネルギーの項を示すことがで
きる。次に、原子核が球形から変形したときのエネルギーの変化を見積もる。 
 図 2.3.4 のように、半径 R0の球形の原子核が体積を変化させずに（4πR03/3＝4πab2/3）、
変形パラメータ ε、長軸 a＝R0(1＋ε)、短軸 b= R0 √1+ε⁄  の回転楕円体に変形したとする。 
 
 








2 3⁄                                                          (2.3.28) 














2 + ⋯)                                                     (2.3.30) 
 球形核のクーロンエネルギー ES
0





















































0)        (2.3.34) 
となる。E>0 ならば球形の方が安定、E<0 ならば不安定を意味する。ESは A2/3に比例
し、ECはほぼ A5/3に比例するため、A が大きくなるにつれてECの方が大きくなり、E<0
となる。ここで、前述の表面項とクーロン項の値を用いてE＝0 となる Z2/A 値を求めると 
𝑍2
𝐴




 図 2.3.5 のように α 崩壊と自発核分裂、両方の崩壊様式がある核や、崩壊の際に複数の
エネルギーの α 線を放出する核の場合、α 崩壊の分岐比を bα、あるエネルギーEα1の α 線の
強度を Iα1とすると、その遷移に対する部分半減期 T1/2’は、全半減期が T1/2のとき次式のよ
うに表せる。 
𝑇1 2⁄ ′ =
𝑇1/2,𝑒𝑥𝑝
𝑏𝛼 ∙ 𝐼𝛼





図 2.3.5 複数の崩壊様式がある核の部分半減期。T1/2は全半減期、bαと bSFは α 崩壊と自発核分裂の分岐
比、また Eα1, Eα2と Iα1, Iα2はそれぞれ α 崩壊のエネルギーと強度である。 
 
2.4 半導体検出器の原理 




























T = 絶対温度、E = バンドギャップエネルギー、k = ボルツマン定数、C = 物質によって
決まる比例定数とすると、単位時間当りに電子正孔対が熱励起される確率は、 
                              𝑝(𝑇) = 𝐶𝑇2 3⁄ 𝑒𝑥𝑝 (−
𝐸𝑔
2𝑘𝑇
















とになる。流動速度 ν は印加電界に比例し、電子及び正孔の両者の移動度 μ は ε を電界の
大きさとする時、 
                              𝜈ℎ = 𝜇ℎ′                                                          (2.4.2) 




 n を伝導帯中の電子の密度、p を価電子帯中の正孔の密度とすると、真性物質（右下に i
を書き加える）中で価電子帯から伝導帯への電子の熱励起と続いて起こる再結合がつり合
った平衡状態では、電子の数と正孔の数が等しくなり、 
                              𝑛𝑖 = 𝑝𝑖                                                              (2.4.3) 
となる。ni および pi は真性キャリア密度と呼ばれる。この密度は大きなバンドギャップを
持つ物質および低温で使用された物質に対して低くなる。 
(1) n 型半導体 
 シリコンを例として半導体の性質に及ぼすドーピングの影響を説明する。図 2.4.2 (a)に示
















                              𝑛 ≅ 𝑁𝐷                                                          (2.4.4) 
と書ける。真性値に比べて増大した伝導帯中の電子の密度は再結合率を増大させ、電子と











(a)                                         (b) 
図 2.4.2 (a) シリコン結晶中の置換格子位置を占めるドナー不純物 (リン) の図。(b) シリコンのバンドギャ
ップ中に作られた対応するドナー準位。 
 
(2) p 型半導体 
 周期表の第 III族の元素のような 3価のアクセプタ不純物をシリコン格子に添加した場合、










に価電子帯中に過剰な正孔がほぼ 1 個作られる。不純物の濃度 NAが正孔の真性密度 piに比
べて大きい場合、正孔の数はアクセプタ濃度によってほぼ決められ、 







(a)                                       (b) 


















































− 𝛽2]         [𝑒𝑟𝑔 𝑐𝑚⁄ ]               (2.5.1)      
ここで Z は物質の原子番号、n は単位体積当たりの原子数、m0は電子の静止質量、ze は荷













































パルス波高欠損の影響のプロット例を図 2.5.2 に示す。平均エネルギー約 80 MeV の核分
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 実験は理研仁科加速器研究センターの線型加速器 RILAC（RIKEN heavy ion linear 




3.2  理研重イオン線形加速器 RILAC 
 超重核の合成に用いる重イオンビームは、理研 RIBF（RI beam factory）の初段加速器
である RILAC によって供給される。RIBF と RILAC および GARIS が設置されている大
照射室の全体図を図 3.2.1 および図 3.2.2 にそれぞれ示す。 
 18-GHz ECR（electron cyclotron resonance）イオン源から供給された重イオンは 37.75 
MHz でバンチングされ、RFQ（radio frequency quadrupole）リニアックで初期加速され
た後に、6 台の RILAC 加速タンクと CSM（charge state multiplier）タンクで核子あたり
最大 5.8 MeV まで加速される。加速された重イオンは 90 度偏向電磁石により曲げられて、
GARIS の設置されているビームラインに導かれる。ビームのエネルギーは非接触式入射エ
ネルギー測定装置（フェーズプローブによるピックアップ型飛行時間検出器）によって測
定される。ビームのトータルエネルギーの決定精度は±0.3 MeV である[1]。252No 合成実験









図 3.2.2 RILAC および大照射室の全体図。灰色で示した部分がビームエネルギーモニター、赤色で示し
た部分が GARIS である。 
 
3.3 回転式標的 




ている。252No 合成実験では直径 30 cm の円盤に 207Pb 標的を 16 枚セットし、回転速度を


























                                       (3.3.1) 
ここで CM は質量中心系（center of mass）、Zpと Ztはそれぞれ入射核と標的核の原子番
号、e は素電荷、ECMと θCMは CM 系での入射エネルギーと散乱角度である。θCMに弾性散
乱される粒子数 N はラザフォード散乱の微分断面積(dσ/dΩ)CM、照射されるビーム粒子数 I、






× 𝐼 × 𝑥 × ∆𝛺                                                (3.3.2) 
標的の厚みと検出器の立体角Ω が分かっているので、ラザフォード散乱の微分断面積
(dσ/dΩ)CMを一定とし、照射されるビーム強度 I を仮定した時の粒子数 N を計算できる。実
験ではビーム粒子数を 1 pA（= 6.2×1012 particles/s）と仮定し、計算値と実測値の比か





                                                              (3.3.3) 
 
 
図 3.3.2 ビーム強度モニター。ビーム軸に対して 45°、ターゲットチェンバーから 1.42 m 下流に設置さ
れている。 
 






 理研の気体充填型反跳核分離装置 GARIS の平面図を図 3.4.1、写真を図 3.4.2 に示す。ま
た、GARIS の電磁石の仕様とイオン光学的性質を表 3.4.1、3.4.2 にそれぞれ示す。GARIS








図 3.4.1 GARIS の概念図。 
 
 














表 3.4.1 GARIS の電磁石の仕様[2]。 
 
 


















                                                                  (3.4.2) 




                                                                  (3.4.3) 
となり、質量数 A（amu）、価数 q、ボーア速度 v0とすると、1 amu＝1.66×10-27 kg、電






                                                            (3.4.4) 
となる。v0 は水素原子の基底状態の電子の速度で定義され、微細構造定数𝑒2 ℏ = 1 137⁄⁄ を
用いて、v0＝c/137＝2.19×106 m/s と表せる。つまり磁場領域が真空の時、超重核は速度 
や荷電状態により異なる軌道を通り、焦点面検出器での収集効率が下がる。そのため理研









                                                           (3.4.5) 
と書くことができ、最初の荷電状態に依存しないことが分かる。さらに Thomas-Fermi 模




𝑍1 3⁄                                                                   (3.4.6) 
で表せる[3]。式(3.4.6)を(3.4.5)に代入すると、 
𝐵𝜌 ≈ 0.0227 × 𝐴 × 𝑍1 3⁄                                                         (3.4.7) 
であり、この場合、磁気剛性 Bρ は超重核は質量数と原子番号に依存していることが分かる。
図 3.4.3 に GARIS を用いたこれまでの実験結果における、(v/v0)/Z1/3に対する平均価数 qave.
を示す[3]。 図中に実線で示した半経験式は 
𝑞𝑎𝑣𝑒. = 0.625 ×
𝑣
𝑣0
× 𝑍1 3⁄                                                         (3.4.8) 
であり、合成された超重核が標的から飛び出した時の速度 v と原子番号 Z からおおまかな







図 3.4.3 これまでの実験結果における、(v/v0)/Z1/3に対する平均価数 qave.[3]。 
 
3.5 焦点面検出器 
 焦点面検出器の全体図を図 3.5.1 に示す。蒸発残留核（ER：Evaporation residue）は
GARIS によりバックグラウンドとなる粒子から分離された後、真空を仕切る厚さ 0.5 m












 図 3.5.2 に TOF 検出器の概念図と写真を示す。TOF 検出器は、下記を組み合わせた装置
2 台から構成されている。 
• 厚さ 0.5 m の MYLAR 膜上に金（Au）とヨウ化セシウム（CsI）を蒸着した、超重
核通過部の直径 80 mm の二次電子放出用窓 
• 二次電子を加速させ、引き出すための電場形成用ワイヤー電極 
• 引き出した二次電子を反射させ、MCP（Micro channel plate）に入射させるための 2
枚のミラー電極 
• 入射した二次電子を多段増幅するための MCP（有感部の直径 78 mm） 
 
 
図 3.5.2 TOF 検出器の概念図（左）と写真（右）。 
 
 超重核が MYLAR 膜を通過すると、MYLAR 膜から二次電子が放出される。電子は
MYLAR 膜から 5 mm 離れた場所にある加速電極に印加された電圧で加速され、電子の進
行方向に対して 45 °の角度で設置された、太さ 12 m、2 mm 間隔のワイヤー電極で形成
されるミラー電場によって下方向に曲げられ、MCP に入射する。図 3.5.2 右の青色の線で
示したように電子は直角二等辺三角形の斜辺で反射されるため、MYLAR 膜のどの部分か





 TOF 検出器を超重核が通過する効率は 94 %、時間分解能は 0.5 ns、241Am 線源から放出





Si-box で検出された信号が 2 台の TOF 検出器を通過している場合、検出される粒子はビー
ム、標的、軽粒子、そして目的とする ER である。一方、TOF を通過していない場合は検







に放出される α 線や自発核分裂片を観測するのが Si-box である。 
 
 
図 3.5.3 左：Si-box の模式図。打ち込まれた超重核からの α 粒子が PSD の外に放出されても、周囲の SSD
によってエネルギーが測定できる。右：焦点面検出器の写真。 
 
 Si-box は、有効面積 58 mm×58 mm、有効厚 300 m の半導体検出器 （CANBERRA 
PF-16RT-58×58-300-EB） ならびに有効面積 58 mm×58 mm、有効厚 300 m の半導体検
出器 （CANBERRA PF-16CT-58×58-300-EB）を 4 枚組み合わせたもので構成されている。
図 3.5.3 のように立方体の箱の蓋から超重核が入射したと考えると、底面にはエネルギー測
定と位置検出が可能な PSD （Position sensitive detector） が、側面にはエネルギーのみ
を測定する SSD （Silicon strip detector） が設置されている。 
 PSD は横幅 3.75 mm、高さ 58mm のストリップを 16 本並べたものである。X 軸方向の
位置はストリップの数 16 本、それぞれの幅 3.75 mm で分かり、Y 軸方向の位置は検出器
















 データ収集には Linux OS および CAMAC を用いて、ER の飛行時間・エネルギー・位置
情報、α 線や自発核分裂片のエネルギー・位置・崩壊時間情報をイベントごとに記録してい
る。α 線ならびに自発核分裂片のエネルギーは図 3.6.1 に示すようにそれぞれアンプのゲイ
ンを変えて計測している。本実験では、α 崩壊に対しては 0-40 MeV の high gain（HG）で、
ER や自発核分裂に対しては 0-400 MeV の low gain（LG）で計測した。HG のエネルギー
校正はパルスジェネレーターと 241Am 線源（5.486 MeV）、合成した 254No（8.093 MeV）
およびその娘核の 250Fm（7.430 MeV）の α 線を用いて行った。LG のエネルギー校正は
HG の校正結果を外挿することによって行った。詳細は付録に記した。 
 短寿命核の崩壊が続いて起こった場合、1 台の ADC（Analog to Digital Converter）で
は CAMAC のデータ処理の不感時間に重なり、イベントが記録されないため、2 台の ADC
を使用している。時間構造を図 3.6.2 に示す。1st ゲート、2nd ゲートを設定することで、
不感時間を短くしている。 





図 3.6.1 エネルギー領域の分別。Si-box からの信号はプリアンプ（PA）で増幅された後、signal divider
によって 2 つに分けられる。1 つは HG（high gain）：α 線のエネルギー領域、もう 1 つは LG（low gain）：
自発核分裂のエネルギー領域である。分けられた信号はそれぞれのメインアンプで増幅された後、ADC に




図 3.6.2 1st ゲートと 2nd ゲートの時間構造。前のイベント間隔が 5∼255 s のときは 2 台目の ADC に
記録される。しかし、5 s 以内または 255∼290 s のときはどちらの ADC も不感時間のため、記録され
ない。dead time（1）：超重核もしくは崩壊の可能性のあるイベントが PSD で観測されると、5 s 後に
2nd ゲートが開く。dead time（2）：2nd ゲートが閉じてから、CAMAC がデータを読み込み、再び 1st 
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開発が重要な研究課題の一つとなっている。本章では、SF を起こす 252No を合成して PSD





4.1 252No を用いたビーム実験の詳細 
 核種を PSD に打ち込んで SF イベントに対する検出応答を詳しく調べる必要があること
から、SF を起こす核種を合成して実験を行った。SF の分岐比が高く（26.9%[1]）、続け
て行った他核種の合成実験に影響のない短寿命（2.3 s[1]）であることから核種は 252No を
用いた。252No の崩壊様式を図 4.1.1 に示す。 
 
 
図 4.1.1 252No の崩壊様式[1]。 
 
252No は 48Caビームを 206Pb標的に照射して、206Pb(48Ca,2n)252No 反応によって合成した。
表 4.1.1 に 206Pb(48Ca,2n)252No 反応の実験条件を示す。この時、48Ca のビームエネルギー
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は 218.5 MeV に設定し、ビーム強度は 6.0×1012 particles/s（0.97 pµA）であった。206Pb
標的はホイールに取り付けた 16 枚の平均の厚さが 360 µg/cm2で、60 µg/cm2のカーボンバ
ッキング上に真空蒸着したものを使用し、標的ホイールを毎分 3000 回転させた。Ca ビー
ムのドーズ量は合計 1.6×1017 particles で、生成断面積は 310 nb であった。 
 












なし 2 218.5 0.97 3.6×1016 360 
1.5 m 2.2 218.5 0.97 3.9×1016 360 
3.0 m 1.9 218.5 0.97 3.9×1016 360 
5.5 m 2.2 218.5 0.97 4.4×1016 360 
 
8.3 218.5 0.97 1.6×1017 360 
 
合成した 252NoはGARISを用いて入射ビームやバックグラウンドとなる荷電粒子から分離
し、PSD およびそれを取り囲む 4 台の SSD からなる焦点面検出器（Si-box）で収集した。
表 4.1.2 に 252No に合わせた実験時の GARIS のパラメータを示す。磁気剛性は 2.064 Tm、
ヘリウムガスの圧力は 73 Pa に設定した。収集した 252No の解析方法については次節で説
明する。 
 
表 4.1.2 実験時の GARIS のパラメータ。 
Magnetic rigidity 2.064 Tm 
He-gas pressure 73 Pa 
 
4.2 イベントの解析方法 
 PSD に打ち込まれた 252No は α 崩壊または自発核分裂を起こす。GARIS で分離しきれな
かったバックグラウンドと Si-box で検出された 252No に起因する α 線、SF イベントを選
別するために、GARIS の焦点面検出器（2 台の TOF 検出器と Si-box）で 
• 蒸発残留核（ER：evaporation residue）の飛行時間とエネルギー 
• ER と α 線または SF イベントが検出された時間の差（崩壊時間） 
• ER と α 線または SF イベントが検出された位置の差 







 図 4.2.1 に 2 台の飛行時間（TOF：time of flight）検出器で測定した粒子の飛行時間と
PSD で測定した粒子のエネルギーの 2 次元プロットを示す。この図から軽粒子、ビーム由
来の粒子、標的由来の粒子および 252No の ER が観測されていることが分かる。ビーム由来
の粒子や標的由来の粒子は弾性散乱等の影響により、幅広いエネルギー分布を示す。赤線
で囲んだ部分がこれまでの実験結果から期待される 252No の ER であり、飛行時間を 62-73 
ns、ER のエネルギー範囲を 5-25 MeV として選択した。選択した領域における ER のエネ
ルギースペクトルを図 4.2.2 に示す。選択した ER には標的由来の粒子も含まれる可能性が
あるため、図 4.2.2 のエネルギースペクトルをガウス関数でフィッティングし、計算した 3σ
の値（EER＝11.6-19.5 MeV）を ER を選択するためのエネルギー範囲とした。 
 
 






図 4.2.2 飛行時間：62-73 ns、EPSD：5-25 MeV における ER のエネルギースペクトル。点線はガウス関
数でのフィッティング結果である。 
 
ER から放出される α 線のイベント選択 
 252No の ER から放出される α 線のイベントを選択するために、上記で選択した ER と α
線が観測された時間の差を 23 s（252No の 10 半減期）以下とした。さらに α 線のエネルギ
ーおよび ER と α 線が検出された位置の差の範囲を決めて、イベントの選択を行った。以
下に α 線のエネルギー範囲の選択について記す。図 4.2.3 に HG（high gain）で測定した








図 4.2.3 HG で測定したエネルギースペクトル（上から横軸：PSD と SSD で検出されたエネルギー、PSD
で検出されたエネルギー、SSD で検出されたエネルギー）。3 本のピークは右から順に 252No とその娘核
248Fm、孫核 244Cf である。赤線は 8.3-8.5 MeV（PSD）、8.0-9.0 MeV（SSD）を示す。 
 
上図中段の PSD で検出されたエネルギースペクトルにおいて 3 つのピークが観測され、そ
れぞれに対してガウス関数でフィッティングしたところ、それぞれの中心値は 8.41、7.87、
7.22 MeV であった。これらは 252No とその娘核 248Fm、孫核 244Cf の α 線の文献値 8.42、
7.87、7.21 MeV[1]と良い一致を示した。下段の SSD で検出されたエネルギースペクトル
においても同様のエネルギーに 3 本のピークが観測された。これらのエネルギースペクト
ルより 252No の α 線のエネルギー範囲を PSD でフルデポジットしたイベントに対しては
8.3-8.5 MeV とし、α 線が PSD から飛び出して SSD でも検出されたイベントについては
8.0-9.0 MeV とした。 
次に 252No の ER と α 線が検出された位置の差の範囲について記す。図 4.2.4 に PSD（HG）
で検出された α 線のエネルギーに対する ER と α 線が検出された位置の差のプロット、な





図 4.2.4 左：PSD（HG）で検出された 252No の α 線のエネルギーに対する ER と α 線が検出された位置
の差（絶対値）のプロット。右：ER と α 線が検出された位置の差のヒストグラム。 
 
図 4.2.4 の左に青色で示した 8.3-8.5 MeV に見られるイベントは 252No の α 線が PSD でフ
ルデポジットしたものであり、赤色で示した低エネルギー側にみられるイベントは PSD か
ら飛び出して SSD でも検出された α 線である。右に示したヒストグラムを見ると ER と α
線が検出された位置の差は α線がPSDでフルデポジットした場合にはおよそ 90%のイベン
トが±2 mm に収まっているが、PSD から飛び出して SSD でも検出された場合はさらに広
く分布している。そこで、前者の場合には位置の条件を±2 mm、後者の場合には±5 mm
とした。 
図 4.2.5 に横軸を PSD のストリップ番号、縦軸をストリップの up 側と down 側で検出され




図 4.2.5 選択したイベントの PSD における検出位置。横軸は PSD のストリップ番号、縦軸はストリップ
の up 側と down 側で検出されたエネルギーの比から求めた位置である。左：ER、右側：α 線。 
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 252No の ER に起因する SF イベントを選択するために、上記で選択した ER と SF イベ
ントが観測された時間の差を 23 s（252No の 10 半減期）以下とした。さらに SF イベント
のエネルギーおよび ER と SF イベントが検出された位置の差の範囲を決めて、イベントの
選択を行った。以下に SF イベントのエネルギー範囲の選択について記す。図 4.2.6 に LG
（low gain）で測定した 0-300 MeVの範囲におけるPSDとSSDで検出されたエネルギー、
PSD で検出されたエネルギー、SSD で検出されたエネルギーのスペクトルを示す。PSD に
打ち込まれた粒子に起因する崩壊イベントを選択するために、MCP off の条件を加えた。 
 
 
図 4.2.6 LG のエネルギースペクトル（上から横軸 PSD と SSD で検出されたエネルギー、PSD で検出さ






PSD と SSD で検出されたエネルギーのスペクトルより、SF のエネルギー範囲を 100 MeV
以上とした。 
SF によって生じた 2 つの核分裂片の全運動エネルギー（TKE：total kinetic energy）は原
子核の原子番号や質量数に依存し、252No の TKE は 194.3 MeV[2]である。図 4.2.6 上段の
横軸が PSD と SSD で検出されたエネルギーにおけるスペクトルのピークをガウス関数で







（LG）で検出された SF イベントのエネルギーに対する ER と SF イベントが検出された位




図 4.2.7 左：PSD（LG）で検出された 252No の SF イベントのエネルギーに対する ER と SF イベントが
検出された位置の差（絶対値）のプロット。右：ER と SF イベントが検出された位置の差のヒストグラム。 
 
図 4.2.7 に示した ER と SF イベントが検出された位置の差より、位置の条件は±2 mm と
した。 
図 4.2.8 に横軸を PSD のストリップ番号、縦軸をストリップの up 側と down 側で検出され
たエネルギーの比から求めた位置を 2 次元プロットとして示す。左側に ER、右側に SF イ
ベントの検出された位置を示す。PSD の広い範囲に 252No が打ち込まれ、252No の ER に起
因する SF イベントが検出されていることが分かった。SF の分岐比は 48.2%であり、文献
値（26.9%[1]）より大きかった。原因として、SSD では位置が測定できないため、PSD か





図 4.2.8 選択したイベントの PSD における検出位置。横軸は PSD のストリップ番号、縦軸はストリップ
の up 側と down 側で検出されたエネルギーの比から求めた位置である。左：ER、右側：SF イベント。 
 
選択した 252No から放出された α 崩壊および SF イベントの半減期 
 選択した 252No から放出された α 線ならびに SF イベントの崩壊時間は、ER が PSD に
打ち込まれた時間（252No が検出された時間）を t ＝ 0 とし、そこから 252No から放出さ
れた α 線または SF イベントが検出された時間差として求めた。図 4.2.9 に 252No から放出
された α 線（左）および SF イベント（右）の崩壊時間をそれぞれ示す。 
 
 
図 4.2.9 252No の崩壊時間（左：α 崩壊、右：SF）。参考文献[4]をもとに赤線で表す二重指数関数
y = A𝑒−𝐵𝑥 + 𝐶𝑒−𝐷𝑥によるフィッティングから半減期を求めた。 
 
それぞれの半減期は二重指数関数y = A𝑒−𝐵𝑥 + 𝐶𝑒−𝐷𝑥によるフィッティング[4]から求めた。
式中の A、B、C、D はパラメータである。得られた半減期は α 崩壊に対して 2.3±0.1 s、












図 4.3.1 核分裂片の検出方法。Si-box を横から見た時、PSD に打ち込まれた ER が自発核分裂すると、
核分裂片は図のような挙動を示すと考えられる。I：片方の核分裂片が PSD、もう一方が SSD で検出され
る場合、II：両方の核分裂片が PSD で検出される場合、III：（上）片方の核分裂片が PSD で検出され、




I) 片方の核分裂片が PSD、もう一方が SSD で検出される場合である。この時、SSD
で検出される核分裂片は PSD と SSD の不感層でエネルギーを損失する。 




III) 片方の核分裂片が PSD で検出されてもう一方がエスケープする場合、もしくはも
う一方が SSD の不感層までしか埋め込まれず SSD でのエネルギーが検出されない
場合やごく表面で止まってしまい SSD でのエネルギーのしきい値以下で検出され
ない場合である。ER の埋め込みの深さが PSD における核分裂片の飛程に比べて浅
い、または核分裂片が放出される角度がビーム軸に対して水平に近い場合に起こり





図 4.3.2 に PSD と SSD で検出された核分裂片のエネルギーの相関関係を示す。 
 
  
図 4.3.2 PSD と SSD で検出された核分裂片のエネルギーの相関関係。 
 
図 4.3.2 において、片方の核分裂片が PSD、もう一方が SSD で検出される I の場合のイベ
ントは、左斜め上方向に分布している。埋め込み型の検出器を使用していることと、自発
核分裂の質量分布が広がりを持ち、さらに核分裂片のエネルギーにも広がりがあるため、II
と III の場合のイベントは横軸の EPSDが広く分布している。そのため、本研究では PSD と
SSD の両方で検出されたイベント（I の場合）と PSD のみで検出されたイベント（II およ
び III の場合）の 2 つに分けて考えた。以下では、PSD と SSD の両方で検出されたイベン
トを PSD+SSD イベント、PSD のみで検出されたイベントを PSD only イベントと定義す
る。図 4.3.3 に検出方法による場合分けをしたエネルギースペクトルを示す[11]。 
 
 
図 4.3.3 検出方法による場合分けをしたエネルギースペクトル。左：I の場合の、PSD と SSD それぞれ
のエネルギースペクトル。灰色が SSD、黒色が PSD を示す。中央：I の場合に PSD と SSD を足し合わせ




上図左に PSD+SSD イベントの PSD（黒色）と SSD（灰色）それぞれのエネルギースペク
トルを示す。この時のエネルギーを足し合わせたものが中央のエネルギースペクトルであ
る。このピーク中心のエネルギーはガウス関数でフィッティングした結果、171.7 MeV で
あった。文献値 194.3-171.7＝22.6 MeV がこの場合の補正値となり、測定されたエネルギ
ーに 22.6 MeV を足したものが TKE となる。右は PSD のみで検出された時のエネルギー
スペクトルである。低エネルギー側のテールは III で定義した片方の核分裂片が PSD で検
出されてもう一方がエスケープする場合、もしくはもう一方が SSD の不感層までしか埋め
込まれず SSD でのエネルギーが検出されない場合やごく表面で止まってしまい SSD での
エネルギーのしきい値以下で検出されない場合のイベントだと考えられる。このピーク中
心のエネルギーも同様にガウス関数でフィッティングした結果、168.0 MeV であった。こ
ちらの場合も同様に、194.3-168.0＝26.3 MeV が TKE を求めるための補正値となる。この
ように PSD+SSD イベントと PSD only イベントでは補正値が異なるため、場合分けを行
いそれぞれの補正値を求めることで正確な TKE を求めることが可能となる。 
 
4.4 ER の深さ方向による SF イベントの応答性 
 超重元素合成実験で合成する核種は様々であり、合成された核種のエネルギーが違うた
め PSD に打ち込まれる ER の深さが異なる。そこで MYLAR 膜を設置し、そこを通過する
252No の ER の運動エネルギーを低減させ、PSD に打ち込まれる ER の深さ方向の距離を調
整し、ER の深さ方向に対する SF イベントの検出応答をより詳しく調べた。実験のセット






図 4.4.1 MYLAR 膜を Si-box の前に置いた時のセットアップ。252No の ER は 2 台の TOF 検出器の後、
MYLAR 膜を通過し、PSD に打ち込まれる。Si-box から MYLAR 膜までの距離は 65 mm である。 
 
使用した MYLAR 膜の厚さは 1.5、3.0 ならびに 5.5 µm である。実験に使用した MYLAR
膜の写真を図 4.4.2 に示す。 
 
 
図 4.4.2 実験に使用した MYLAR 膜の写真。左より、1.5、3.0、5.5 µm。 
 
MYLAR 膜を設置した時としなかった時の実験結果を比較するために、前節で示した膜を
設置していない時の実験結果を 0 µm と定義した。図 4.4.3 に MYLAR 膜の厚みを変化させ






図 4.4.3 飛行時間と PSD で検出された粒子のエネルギーの 2 次元プロット。左上から順に、0、1.5、3.0、
5.5 µm の MYLAR 膜を設置した場合を示す。点線は 62-73 ns を示す。 
 
MYLAR 膜の厚さによって飛行時間に変化はないが、PSD で検出された 252No の ER のエ
ネルギーが低エネルギー側に変化していることが分かる。そこで飛行時間の条件は前節で






図4.4.4 飛行時間62-73 chにおける PSDで検出されたエネルギーのスペクトル。上から順に膜厚0、1.5、
3.0、5.5 µm。図中の値はガウス関数でフィッティングした時のピークの中心値のエネルギーである。 
 




数でフィッティングし、中心値から±3σ の範囲（膜厚 1.5 µm では EER＝7.79-15.8 MeV、
3.0 µm では EER＝4.35-12.3 MeV、5.5 µm では EER＝0-7.45 MeV）を 252No の ER のエネ
ルギーの条件とした。図 4.4.5 に飛行時間および ER のエネルギーについての条件を用いた
場合の LG でのエネルギースペクトルを示す。ER と SF イベントの崩壊時間・位置は 4.2



































図 4.4.5 LG でのエネルギーのスペクトル。上から順に膜厚 0、1.5、3.0、5.5 µm。赤線は 100、90、80、
70 MeV を示す。 
 
この図より、膜厚が厚くなるにつれて SF イベントのエネルギーピークが低エネルギー側に
シフトしていることが分かる。SF イベントのエネルギー条件は膜厚 1.5 µm では 90 MeV、
3.0 µm では 80 MeV、5.5 µm では 70 MeV 以上とした。図 4.4.6 に膜厚を変えた場合の PSD





図 4.4.6 膜厚を変えた時の PSD と SSD で検出されたエネルギーの相関関係。左上から膜厚 0、1.5、3.0、
5.5 µm の場合を示す[11]。 
 
PSD only イベントは縦軸の ESSDが 0 MeV で横軸の EPSDは広く分布しており、MYLAR
膜を厚くするにつれて EPSDの分布が低エネルギー側にシフトしていることがわかる。この
結果は図 4.4.5 のエネルギースペクトルにも表れている。PSD+SSD イベントは左斜め上方
向に広く分布しており、MYLAR 膜が厚くなるにつれて左上方向に移動しているのが見て
とれる。これは以下に示す PSD+SSD イベントの影響によると考えられる。MYLAR 膜が
厚くなるにつれて PSD に入射する 252No の ER のエネルギーが低くなり、PSD 内での ER
の埋め込み深さが浅くなる。埋め込みの浅い位置から放出された核分裂片の一つは、十分
なエネルギーを PSD に付与せずに飛び出して SSD で検出されるため、MYLAR 膜が厚く
なると PSD へのエネルギー付与が小さく SSD へのエネルギー付与が大きい PSD+SSD イ
ベントとなり、PSD と SSD で検出されたエネルギーの相関関係は左上方向にシフトする。 





図 4.4.7 膜厚を変えた時のエネルギースペクトル。上から順に膜厚 0、1.5、3.0、5.5 µm。図中の値はガ
ウス関数のフィッティングによって得られたピークの中心値で、単位は MeV[11]。 
 
左側は 252No の PSD+SSD イベントについて PSD（黒色）および SSD（青色）で得られた
エネルギースペクトルである。膜厚が厚くなるにつれて、左側に示した SSD のピークが高
エネルギー側に、PSD のピークが低エネルギー側にシフトしていくのが分かる。中央は左




膜厚が厚くなるにつれて ER の運動エネルギーが小さくなり PSD での埋め込み深さが浅く
なるためエスケープイベントが増えること、検出器の不感層の影響が大きくなることが原
因として考えられる。 
図 4.4.8 に膜厚ごとの検出された SF イベントにおける PSD+SSD イベントの割合を示す。
エラーバーはイベント数の統計誤差である。膜厚が厚くなるにつれて検出された SF イベン
トのうち、PSD+SSD イベントの割合が増加し、膜厚 0 µm の時 43.8%、1.5 µm の時 48.9%、
3.0 µm の時 51.9%、5.5 µm の時 55.6%であった。図 4.4.6 や 4.4.7 からも分かるように、
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膜厚が厚くなるにつれて ER の運動エネルギーが小さくなることで核分裂片の PSD 内での
飛程に比べて ER の埋め込み深さが浅くなり、PSD+SSD イベントが増加すると考えられる。 
 
 
図 4.4.8 膜厚ごとの検出された SF イベントにおける PSD+SSD イベントの割合。 
 
 GSI の Hoffman 等のグループは、252No からの自発核分裂片を STOP 検出器（GARIS
の PSD に対応）と BOX 検出器（GARIS の SSD に対応）の双方で検出されたイベント
（GARIS でいう PSD+SSD イベント）、または STOP 検出器だけで検出されたイベント
（GARIS でいう PSD only イベント）それぞれのエネルギースペクトルをガウス関数でフ
ィッティングし、このピークの中心値を 252No の文献値からそのピーク値を差し引いた値を
用いて自発核分裂の TKE 補正値の定義を行った[3]。図 4.4.9 に文献[3]と同じ手法を用いて





図 4.4.9 MYLAR 膜の厚さに対する TKE の補正値。左：PSD+SSD イベント、右：PSD only イベント。
エラーバーは ER がビーム方向に対して標的の上流、下流と中心で合成された場合の差。 
 





























が重要である。そのため、SRIM（The stopping and range of ions in matter）[12]を用い
て合成された ER のエネルギーを求め、次にその ER が検出器に打ち込まれるまでに損失す
るエネルギー、そして検出器に打ち込まれた時の埋め込み深さを求めた。 




𝐸𝑙𝑎𝑏                                                           (4.4.1) 




中心、下流の 3 つの場合を考え、SRIM で図 4.4.10 に示すように 218.5 MeV の 48Ca が 0.27 
µm の C-backing を通過したあとのエネルギー（上流）、218.5 MeV の 48Ca が 0.27 µm の
C-backing と 0.16 µm の 206Pb を通過したあとのエネルギー（中心）、218.5 MeV の 48Ca




図 4.4.10 入射ビームの標的中におけるエネルギー損失の計算概要。①：218.5 MeV の 48Ca が 0.27 µm
の C-backing を通過したあとのエネルギー（上流）、②：218.5 MeV の 48Ca が 0.27 µm の C-backing と
0.16 µm の 206Pb を通過したあとのエネルギー（中心）、③：218.5 MeV の 48Ca が 0.27 µm の C-backing
と 0.32 µm の 206Pb を通過したあとのエネルギー（下流）。 
 
この結果、標的上流側では 217.3、中心では 215.9、下流側では 214.5 MeV となり、この値
を式(4.4.1)に代入するとそれぞれの地点で合成された 252No の ER のエネルギーは 41.1、
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40.8、40.5 MeV と求められる。SRIM で計算が可能なのは原子番号 92 の U までなので、






               (4.4.2) 
次に合成された後、PSD に打ち込まれるまでのエネルギー損失を求めた。図 4.4.11 に標的




図 4.4.11 合成後、PSD に打ち込まれるまでのエネルギー損失の計算概要。①：EER（上流）が 0.32 µm
の 206Pb、真空隔壁および TOF 検出器を通過したあとのエネルギー、②：EER（中心）が 0.16 µm の 206Pb、
真空隔壁および TOF 検出器を通過したあとのエネルギー、③：EER（下流）が真空隔壁および TOF 検出
器を通過したあとのエネルギー。 
 
ER の運動エネルギーを低減させるための MYLAR 膜を入れた場合については、PSD の前
に真空隔壁と TOF検出器に使用している 0.5×3＝1.5 µmの他に厚さを追加し、3.0 µm（0.5
×3+1.5）、4.5 µm（0.5×3+3.0）、7.0 µm（0.5×3+5.5）として同様の計算を行った。図





図 4.4.12 MYLAR 膜の厚さと SRIM で計算した 252No の Si 中（PSD）での埋め込み深さの関係。 
 
この結果、膜厚 0 µm の時 Si 中（PSD）に埋め込まれる深さは 5.2 µm （計算される ER
のエネルギーは 31.4 MeV）、1.5 µm の時 4.1 µm（24.4 MeV）、3.0 µm の時 3.0 µm（17.8 
MeV）、5.5 µm の時 1.5 µm（7.2 MeV）となった。エラーバーは ER が標的上流、下流と
中心で合成された場合の差である。他の核種についても同様の計算によりエネルギー損失
が求められ、PSD での埋め込み深さを導出することができる。 
求めた PSD での埋め込み深さを用いて、図 4.4.9 の TKE 補正値の横軸を埋め込み深さとし
た結果を図 4.4.13 に示す。 
 
 




差であり、縦軸のエラーバーは SF のエネルギーピーク（図 4.4.7）の 1σ の値とした。





TKE 補正値 = −1.815𝑥 + 32.52                                                        (4.4.3) 
誤差 = −0.238𝑥 + 14.81                                                        (4.4.4) 
PSD only イベントについて、 
TKE 補正値 = −9.397𝑥 + 73.31                                                        (4.4.5) 
誤差 = −2.616𝑥 + 33.29                                                        (4.4.6) 
の補正式を得た。式(4.4.3)、(4.4.5)は補正値の式であり、式(4.4.4)、(4.4.6)は 1σ の値を一
次関数 y=-ax+b でフィッティングした誤差の式である。埋め込み深さを代入することによ
って、現在使用している Si-box における SF イベントの TKE 補正値ならびにその誤差を求
めることができる。GSI による先行研究では、PSD における 252No の ER の埋め込み深さ
が 4～5 µm の時、PSD+SSD イベントの補正値は 35.7 MeV、PSD only イベントの補正値
は 24.9 MeV となっており[3]、本実験で求めた補正値とは異なる。この違いは使用してい
る Si 検出器が異なるためだと考えられ、正確な TKE を導出するためには検出器ごとの補
正値を求める必要があることが分かった。次章では理研で行った Z=116 元素合成実験で観
測された SF イベントについて、本実験で求めた式(4.4.3)～(4.4.6)を用いて TKE を求め、
他研究機関での実験結果や理論値との比較を行う。 
 
4.5 ER の波高欠損 
 SF イベントに加え、ER についても詳しく調べることによって観測される崩壊チェーン
の始まりと終わりが分かるため、核種同定の精度をあげることが可能になる。そこで、前
節で行ったように SRIM[12]を使用して ER の入射エネルギーを計算し、本実験[11]ならび
に理研でこれまでに実験を行った Z=108 番元素（263-265Hs）[13]、Z=110 番元素（271Ds）
[14]、Z=111 番元素（272Rg）[15]、Z=112 番元素（277Cn）[16]、Z=113 番元素（278Nh）[17-19]
について ER の計算値と測定結果の関係から波高欠損の影響を調べた。図 4.4.9 の②に示し
た方法でターゲット中心におけるビームのエネルギーを SRIM を用いて計算し、式(4.4.1)
より合成された ER のエネルギーを求めた。次に図 4.4.10 の②に示した方法で求めた ER
が真空隔壁や TOF 検出器の MYLAR 膜によって損失するエネルギーを SRIM で計算し、
ER が検出器に打ち込まれる時のエネルギーを導出した。SRIM で実験に使用したビームや












一次関数 y=-ax+b でのフィッティングを行い、理研における波高欠損の半経験式 
𝑦 = 0.5884𝑥 − 1.157                                                       (4.5.1) 
が得られた。Tsyganov による先行研究[20]で示された式 




 ER の波高欠損の関係式は核種同定に有効であり、実際に GSI で行われた Z=112 元素合
成実験では観測された ER[21]が式(4.5.2)から大きくはずれていたために、再解析の結果イ
ベントから除外された[22]。次章では理研で行った Z=116 元素合成実験で観測された ER
のエネルギーについて、式(4.5.1)を用いて整合性を確認する。 
 
4.6 Si-box の SF イベントに対する検出応答の評価 
 原子核研究分野で一般的に使われる SRIM はイオンの阻止能や飛程の計算などはできる
が、3 次元体系をふまえたシミュレーションはできないため、超重元素合成実験で用いられ
る Si-box の幾何学的配置を取り込んで SF イベントに対する検出応答を評価するには適さ
ない。しかし、日本原子力開発機構が開発を進めている粒子輸送計算コードである PHITS
（Particle and Heavy Ion Transport code System）[23]を用いて 3 次元体系内における放
射線挙動を解析することができる。そこで、PHITS と SRIM による飛程の比較し、PHITS





120Sn とし、エネルギーも 252No の TKE の約半分の 100 MeV とした。線源から放出された
粒子が Si 中で止まった位置情報（x,y,z）から飛程を計算した。図 4.6.1 に PHITS において、
100 MeV の 120Sn を 10000 個、Si に入射させた時の計算の概要を示す。 
 
 
図 4.6.1 PHITS を用いて 100 MeV の 120Sn を 10000 個、Si に入射させた時の計算の概要。 
 
SRIM でも同じ線源を用いて計算を行い、Si 中での飛程を求めた。粒子を 10000 個入射さ
せた時の PHITS および SRIM で求めた飛程のヒストグラムを図 4.6.2 に示す。 
ピークの中心値および誤差 1σ の値をガウス関数のフィッティングによって求めた結果、
PHITS では 16.3±0.3 µm、SRIM では 16.8±0.5 µm となった。この差はエネルギー損失
やクーロン散乱などを考慮する計算過程によるものと考えられるが、差は 3.1%であり、
SRIM と同程度に PHITS がシミュレーションに適していることが分かった。 
 
 




 次に、実験に使用した Si-box の幾何学的配置を取り込み SF に対する検出応答を詳しく







図 4.6.3  PHITS でのシミュレーションで使用した Si-box の体系。 
 
ビーム軸方向を z 軸とし、xy 平面に Si（PSD）を置き、それを囲むように 4 枚の Si（SSD）
を配置した。実験のセットアップと同じく、PSD と SSD の間は 3 mm 離し、検出器の大き
さは PSD、SSD の有感面積 58×58 mm2とした。また、PSD と SSD のスペックより、各
検出器の表面から深さ 80 nm の層を不感層として定義した。線源は飛程の計算と同様に
252No の SF イベントを模擬し、252No の約半分の原子番号・質量数で安定核である 120Sn
を用い、エネルギーも TKE の約半分の 100 MeV とした。この 100 MeV の 120Sn を PSD
と同じ面からランダムに放出させ、自発核分裂と同じく 1 回で 2 つの 120Sn を互いに 180
度方向に飛び出させるようにした。 
線源を PSD の表面から深さ 5 µm とし、粒子を 15 個放出させた場合の飛跡を図 4.6.4 に示





図 4.6.4 線源を PSD の表面から深さ 5 µm とし、粒子を 15 個放出させた場合の飛跡（yz 方向）。左：
Si 検出 box 全体の図、右：青丸を拡大した図。 
 
 
図 4.6.5 線源を 100 MeV の 120Sn とし、PSD と同じ面から放出させた時の模式図。線源が放出される様
子を赤い矢印で示す。線源位置から 1 回で 2 つの粒子が 180 度方向に放出される。 
 
図 4.6.4 の右図は左図の青丸の部分を拡大した図である。この図より、図 4.6.5 の右図に示
すように xy平面に設置した線源の位置から 180度方向に 120Sn が 2つ放出されているのが
分かる。図中では放出された方向を赤色の矢印で示した。図 4.6.4 左図では、図 4.6.5 の右
図に示すように PSD および SSD が箱型に設置されており、PSD と同じ xy 平面から粒子
が放出されているのが分かる。また、PSD+SSD イベントのほかに、PSD と SSD の隙間か
ら飛び出しているイベントおよび開口部から飛び出しているエスケープイベントが確認で
きる。 
この線源を用いて、PSD 内での 252No の ER の埋め込み深さを 1-5 µm まで 1 µm 間隔に設
定しシミュレーションを行った。それぞれの深さで 100 MeV のエネルギーを持つ 120Sn を
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180 度方向に 2 発、合計 10000 イベント放出させた時に PSD および SSD で検出されたエ
ネルギーの相関関係を図 4.6.6 に示す。 
 
 
図 4.6.6  PSD での埋め込み深さを変えた時の PSD（横軸）および SSD（縦軸）で検出されたエネルギ





この図より、横軸上に PSD only イベントを示す横軸の EPSD が広く分布しており、
PSD+SSD イベントが左斜め上方向に分布していることが分かる。また、線源を設置した位
置（ER の PSD における埋め込み深さ）が浅くなるにつれて PSD only イベントは低エネ
ルギー側にシフトしており、PSD+SSD イベントは左上方向にシフトしている。これは ER
の埋め込み深さが浅くなるにつれて SF によって生じた核分裂片の一つが PSD 内を進む距
離が短くなり、十分なエネルギーを PSD に付与せずに飛び出して SSD で検出されるため
PSD+SSD イベントが増加するからであると考えられる。シミュレーションでは線源位置や
核分裂片の核種・エネルギーを固定しているため、図 4.4.6 に示した実験結果のようにばら
つきは見られないが、PSD と SSD で検出されたエネルギーの相関関係は実験結果と同じ傾
向を示していることが分かった。 
同様のシミュレーションから得られた PSD ならびに SSD で検出されたエネルギースペク





図 4.6.7 PSD での埋め込み深さを変えた時の PSD（左）および SSD（右）で検出されたエネルギースペ




左図の PSD の 200 MeV のピークは PSD で 100 MeV の 120Sn が 2 つともフルデポジット
した場合のイベントを示す。このピークより低エネルギー側は PSD+SSD イベント、エス
ケープイベントまたは PSD と SSD の間から飛び出したイベントであると考えられる。埋
め込み深さが浅くなるにつれて PSD では低エネルギー側のイベントが増えており、右図の
SSD では高エネルギー側のイベントが増えていることが分かる。図 4.4.7 の左側に示した
PSDとSSDのエネルギースペクトルからも 252No のERの埋め込み深さが浅くなるにつれ
て PSD で検出されたエネルギーが低エネルギー側にシフトしており、SSD で検出されたエ
ネルギーが高エネルギー側にシフトしていることが分かり、シミュレーション結果は 252No
合成実験の結果と同じ傾向を示した。 
 次に、PSD での埋め込み深さを変えた時の 1 µm ごとのシミュレーション結果から全て
の SF イベントに対する PSD+SSD イベントの割合を計算し、実験結果（図 4.4.8 に示した
252No の ER が標的中心で合成された時の値）との比較を行った。図 4.6.8 に埋め込み深さ
に対する全 SF イベントに対する PSD+SSD イベントの割合を示す。実験結果の埋め込み




図 4.6.8 全ての SF イベントに対する PSD+SSD イベントの割合。赤丸が実験結果、青の点線がシミュレ
ーション結果である。 
 
シミュレーションでは全ての SF イベントのうち、PSD+SSD イベントの割合は ER の埋め
込み深さが 1 µm の時 66.7%、2 µm の時 61.3%、3 µm の時 55.0%、4 µm の時 49.2%、5 µm
の時 44.1%であった。それぞれの結果を一次関数 y＝ax+b でフィッティングした結果、 
実験結果は 




y = −5.699x + 72.34                                                            (4.6.2) 
であった。埋め込み深さが深い部分については実験結果とシミュレーション結果が良い一
致を示したが、浅い部分ではシミュレーション結果が実験結果に比べて(PSD+SSD)/All SF
が高い割合を示した。Si-box の配置上、PSD と SSD の隙間から抜け出すイベントがあり、
片方の核分裂片が PSD と SSD の隙間から抜け出した場合、SF イベントは PSD だけで検
出される。この抜け出す割合は PSD における埋め込み深さが浅い方が多くなり、実際の
PSD と SSD の隙間とシミュレーションの設定値（3 mm）の違いがこの差に表れている可
能性がある。また、本研究で行ったシミュレーションでは 252No の自発核分裂片として 2
つの 120Sn-100 MeV を仮定したが、実際は自発核分裂片の質量数とエネルギー分布に広が
りがあるため、実験結果との差が表れた可能性がある。 
 252No の合成実験より、超重核の SF イベントに対する PSD および SSD で検出されたエ
ネルギーの相関関係によるイベントの判別方法や TKE の補正方法、ER の波高欠損につい




4.7 理研における Z=116 合成実験の結果 









の合成実験を行った[31]。Lv は 2000 年にロシア・アメリカの共同研究チームが[27-29]、
2012 年にドイツの研究チームが[30]合成に成功した。本実験では、48Ca ビームを 248Cm2O3
標 的 に 照 射 し て 、 248Cm(48Ca,xn)296-xLv 反 応 に よ っ て 合 成 実 験 を 行 っ た 。
248Cm(48Ca,xn)296-xLv 反応の実験条件を表 4.7.1 に示す。 
 











9.1 261.8 0.68-0.92 4.3×1018 290 
14.2 258 0.68-0.92 5.0×1018 290 
100 
 
実験はビームエネルギーを 261.6 MeV に設定し、この時のビーム強度は 5.7×1012 
particles/s（0.92 pµA）であった。続いてビームエネルギーを 258.0 MeV に設定し、この
時のビーム強度は 5.7×1012 particles/s（0.92 pµA）であった。図 4.7.1 に 248Cm2O3標的の
写真を示す。248Cm2O3標的には直径 100 mm のホイールを使用している。標的はホイール
に取り付けた 8 枚の平均の厚さが 290 µg/cm2で、2 µm のチタンバッキング上に電着され
ている。この標的ホイールを毎分 1000 回転させた。248Cm は半減期 3.48×105年で崩壊し、
分岐比は α 崩壊が 91.61%、SF が 8.39%である。そのため、標的から飛び出して PSD に打
ち込まれた 248Cm が自発核分裂を起こし、バックグラウンドイベントとして検出される。
ドーズ量はビームエネルギーが 261.6 MeV の時 4.3×1018 particles で、292Lv に対する生成
断面積は 3.1 pb、293Lv に対する生成断面積は 1.0 pb であった。258.0 MeV の時ドーズ量
は 5.0×1018 particles で、293Lv に対する生成断面積は 1.8 pb であった。合成した Lv は
GARIS を用いて入射ビームやバックグラウンドとなる荷電粒子から分離し、PSD およびそ
れを取り囲む 4 台の SSD からなる焦点面検出器（Si-box）で収集した。表 4.7.2 に Lv に合
わせた実験時の GARIS のパラメータを示す。磁気剛性は 2.174 Tm、ヘリウムガスの圧力
は 73 Pa に設定した。 
 
 
図 4.7.1 248Cm2O3標的の写真。左は標的ホイールに 8 つの標的をセットした右はホイールにセットする
前の標的の写真[32]。 
 
表 4.7.2 実験時の GARIS のパラメータ。 
Magnetic rigidity 2.174 Tm 
He-gas pressure 73 Pa 
 
ほかのセットアップについては第 3 章で示したものと同じである。 






図 4.7.2 ビームエネルギー261.8 MeV で 2.5 時間ビームを照射した時の PSD で得られたエネルギースペ
クトル。(a)および(b)は LG でのエネルギースペクトルであり、(a)は TOF 検出器の条件なし、(b)は MCP off
の場合。(b)の 197 MeV 付近のイベントは 284Cn の SF イベントである。(c)および(d)は HG でのエネルギ
ースペクトルであり、(c)は TOF 検出器の条件なし、(d)は MCP off の場合。(d)のピークは 246Cf の α 線で
ある[31]。 
 
図(a)および(b)は LG で測定した 0-300 MeV のエネルギースペクトルであり、(a)は TOF 検
出器の条件なし、(b)は粒子が MCP off の場合を示す。飛行時間と PSD で検出されたエネ
ルギーの相関関係から(a)における 100-250 MeV のイベントはビーム由来の粒子、100 MeV
以下のイベントはビームならびに標的由来の粒子であると考えられる。これらの焦点面検
出器で観測されたバックグラウンドとなる粒子は MCP off のイベントのみを選択すること
によって(b)に示すように除去できていることが分かる。(b)に示す MCP off の 197 MeV 付
近のイベントは Lv の崩壊過程の 284Cn の SF イベントであり、その崩壊チェーンを図 5.2.4
に示す。(c)および(d)は HG で測定したエネルギースペクトルであり、(c)は横軸を 0-20 MeV
とし、TOF 検出器の条件がない場合、(d)は横軸を 5-12 MeV とし、こちらも MCP off のイ
ベントのみを選択することによってバックグラウンドとなる粒子を除去できた。また、
Z=116 合成実験の前に検出器のエネルギー校正のために行った 208Pb(48Ca,2n)254No 合成実




 これまでに観測された Z=116 番元素の崩壊チェーンはすべて SF で終わっていることか
ら、前述の PSD および SSD で検出されたエネルギーの相関関係を用いて SF イベントを判
別し、そこから崩壊チェーンを逆に辿ることによって合成された Z=116 番元素の核種同定
を行った。 
図 4.7.3 に MCP off の条件における PSD と SSD で検出されたエネルギーの相関関係を示
す。図(a)はビームエネルギーを 216.6 MeV とした時、(b)は 258.0 MeV とした時、(c)は実




図 4.7.3 MCP off の条件における PSD と SSD で検出されたエネルギーの相関関係。(a)はビームエネル
ギーを 216.6 MeV とした時、(b)は 258.0 MeV とした時、(c)は実験終了後に行ったバックグラウンド測定





図(c)に示した実験終了後のバックグラウンド測定において PSD のエネルギーが 60 MeV、
SSD のエネルギーが 50 MeV 付近にイベントのかたまりがあることがわかる。これらは
SSDで検出されたエネルギーが大きいことからPSDのごく表面から放出された核分裂片で
あり、弾性散乱した 248Cm 標的や多核子移行反応による分裂片であると考えられる。いず
れも GARIS 中のヘリウムガスや真空隔壁、TOF 検出器の MYLAR 膜によって散乱され、
エネルギーを落としたのちに Si-box へ打ち込まれるため、PSD での埋め込み深さが浅くな
る。図(a)および(b)では、(c)に比べてエネルギーの大きな領域にイベントが観測されている。
これらのイベントはバックグラウンドに比べてエネルギーが高く、また PSD で検出された
エネルギーが大きいのに対して SSD で検出されたエネルギーが小さいことから PSD での
埋め込み深さが深いと考えられる。これまでの実験結果から Z=116 番元素に起因する SF
イベントのエネルギーが大きいことが報告されており、図(a)および(b)で PSD のエネルギ
ーが 100 MeV 以上のイベントが Z=116 番元素に起因する SF イベントあると考えた。それ
ぞれの図中に 100 MeV 以上の領域を拡大して示した。図(a)では 8 つ、図(b)では 19 の候補
イベントが観測されており、それぞれのイベントについて崩壊連鎖を遡り、親核となる 116
番元素 Lv を探した。崩壊連鎖を遡る条件は、これまでの実験結果をもとに PSD に打ち込
まれた ER のエネルギーを 10-20 MeV、α 線のエネルギーを 0.5-12 MeV として解析を行っ
た。ER と続いて起こる α 崩壊の位置の差は±1 mm、α 崩壊と続いて起こる SF の位置の差
は±5 mm 以内とした。ビームエネルギーを 261.6 MeV とした時、8 つの候補イベントの
うち、5 つのイベントは対応する 292,293Lv が見つかったが、3 イベントは対応する Lv が見
つからなかった。この 3 のイベントは TOF の条件では除外できなかったビーム由来のバッ
クグラウンドイベントだと考えられる。一方ビームエネルギーを 258.0 MeV とした時、19
の候補イベントのうち、2 つのイベントは対応する 293Lv が見つかったが、17 イベントは対
応する Lv が見つからなかった。この 17 イベントは同様に TOF の条件では除外できなかっ






図 4.7.4 248Cm(48Ca,3n)293Lv 実験で得られた崩壊チェーン[31]。PSD の strip 番号、ER のエネルギーお
よび位置、崩壊ごとのエネルギーや崩壊時間、検出された位置を示す。黄色は α 崩壊、緑色は自発核分裂
を表す。Chain1-5 はビームエネルギーを 261.6 MeV、Chain6, 7 は 258.0 MeV の時観測された。Chain3, 
4 については同定が可能な核種が複数あるため、それらについても記した。α 崩壊において括弧内の非対称
な誤差は WKB 法によって求めた[30]。 
 
Chain 1, 2, 5, 6 
 Chain 1, 2 は Si-box への入射の後、2 回の連続した α 崩壊を繰り返したのちに自発核分裂
を起こして崩壊の連鎖を終了し、核種は 292Lv → 288Fl → 284Cn と同定した。Chain5, 6
は 3 回の連続した α 崩壊を繰り返したのちに自発核分裂を起こして崩壊の連鎖を終了し、
核種は 293Lv → 289Fl → 285Cn → 281Ds と同定した。ともに親核と娘核のエネルギーおよ




 292Lv の α 線エネルギーおよび寿命とよく一致した核種から始まり、その後エスケープイ
ベント、SF へと続く崩壊チェーンである。292Lv と SF の間に 2 つのエスケープイベントが
観測されたが、284Cn および 280Ds の SF の分岐比より、図の A と B、2 つの場合が考えら
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れる。観測された粒子が MCP off のイベントであることや PSD で検出された位置が近いこ
と、292Lv の ER と SF イベントが観測された時間差から考えるとエスケープイベントが偶
然事象である確率は非常に小さい。しかし、280Ds が新しい同位体であることから、どちら
の崩壊チェーンが正しいかを現時点で決定することは困難であり、確実な同定にはさらな
る実験が必要である。下記の SF イベントに対する考察には図中の version B を用いる。 
 
Chain 4 
 この崩壊チェーンは ER と 1 回の α 崩壊、SF からなる。SF の寿命から 292Lv の可能性は
除外でき、293Lv および 294Lv の可能性が考えられる。289Fl と 281Ds の寿命は、Chain 5 お
よび 6 や他の研究機関における文献値と良い一致を示した。しかし α 線エネルギーは 100 
keV 程度小さく、3n ではなく αxn チャンネルであり直接 289Fl が合成された場合も考えら
れるが、超重元素領域で偶数の原子番号を持つ元素では観測された例がないことからこの
可能性は除外した。これにより、図に示した A、B ならびに C の 3 つの場合が考えられる。
A は 293Lv → 289Fl → 285Cn → 281Ds（SF）で、Lv および Cn の α 崩壊が検出されなか
った場合である。Chain 5 や 6 からも分かるように 285Cn が長寿命であることからこの崩壊
チェーンで観測された 281Ds の寿命は比較的短いと考えられるが、統計的には同定が可能な
範囲内にある。B は 293Lv → 289Fl → 285Cn（SF）で、Lv の α 崩壊が検出されなかった場
合である。285Cn の SF の分岐比は非常に小さいため、これは除外できると考えられる。C
は 2n チャンネルを示し、294Lv → 290Fl → 286Cn（SF）で、Lv の α 崩壊が検出されなか
った場合である。この崩壊チェーンは未だ観測されたことがないが、290Fl の α 線エネルギ
ーならびに半減期は理論値に良く一致している。偶-偶核 286Cn の SF の分岐比は 3.1%と非
常に低いことが予想されているが、Cn の偶-偶核である同位体 282Cn および 284Cn において
半減期の理論値と実験値が異なり、実験値から予想される分岐比は 33%である。このこと
から 284Cn で SF が起こり得ると考えられる。α 線エネルギーについては FLNR で
244Pu(48Ca,xn)292-xFl反応により観測された 9.71 MeVの α線が 290Flではないかと考えられ
たが、半減期の長さが理論値と異なることから同定には至らなかった。しかし、半減期の




 2 つ目以降の α 崩壊 289Fl → 285Cn → 281Ds については文献値と一致したが、ER から α
崩壊した 293Lv を観測できなかった。原因の一つは α 粒子が Si-box 外にエスケープした場
合で、PSD で検出された信号がディスクリミネーターのしきい値以下では観測されない。
Si-box のジオメトリから α 粒子がエスケープする確率は 10%程度であると考えられる。も
う一つの原因は検出器の不感時間に α 崩壊が起こった場合である。この確率は 0.32%程度




例がないことからこの可能性は除外した。結論として、Chain 7 は 289Fl → 285Cn → 281Ds
であり、これまでの測定結果での 293Lv の寿命から、不感時間で検出されたのではなく、α
線がエスケープしたと考えられる。 
 複数の解釈が可能な Chain 3については Version B（292Lv → 298Fl → 284Cn → 280Ds）、
Chain4 については Version C（294Lv → 290Fl → 286Cn）に対しての補正を行った。 
 
4.8 Z=116 番元素の TKE 導出および考察 
 本研究で開発した補正方法をもとに、Z=116 実験で用いられたビームのエネルギー、ビ
ームならびに標的の質量数（ビーム：48、標的：248）から深さを求め、補正式(4.4.3)～(4.4.6)




図 4.8.1 合成後、検出器に打ち込まれるまでのエネルギー損失の計算概要。①：EERが 0.11 μm の 248Cm
を通過したあとのエネルギー、②：①の EERが真空隔壁および 2 台の TOF 検出器を通過したあとのエネ
ルギー。 
 
入射ビームのエネルギーは 261.6 MeVならびに 258.0 MeVで、Ti-backingを通過後、248Cm
標的の中心では 249.5 MeV、245.8 MeV となる[30]。前者のビームエネルギーでは図 4.7.4
のChain 1～5が観測されており、合成された核種は 292-294Lvであった。後者ではChain 6、
7 が観測されており、合成された核種は 293Lv であった。ビームのエネルギーと Lv の質量
数の違いにより、PSD での埋め込み深さが異なるため 
1) 入射ビームのエネルギー261.6 MeV（標的中心：249.5 MeV）で合成された 292Lv 
2) 入射ビームのエネルギー261.6 MeV（標的中心：249.5 MeV）で合成された 293Lv 
3) 入射ビームのエネルギー261.6 MeV（標的中心：249.5 MeV）で合成された 294Lv 
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4) 入射ビームのエネルギー258.0 MeV（標的中心：245.8 MeV）で合成された 293Lv 
の 4 つの場合についてそれぞれ計算を行った。 
1) 入射ビームのエネルギー261.6 MeV（標的中心：249.5 MeV）で合成された 292Lv 
 まず、式(4.4.1)に Ca ビームの質量数（48）、Cm 標的の質量数（248）、標的中心にお




× 249.5                                                       (4.8.1) 
次に図 4.8.1 ①に示した ER の標的中でのエネルギー損失を求める。252No で行った計算で
は SRIM を用いたが、Lv では ER と Cm 標的の両方が SRIM で計算が可能な U（Z=92）
を超えており、計算が困難である。そこで、Cm 標的中のエネルギー損失を
Northcliffe-schillingの stopping power table[33]を使用して計算した。この表は 1≦Z≦103
のイオンの 24 種類の物質に対する阻止能と飛程をまとめたものである。ER は式(4.4.2)を






               (4.8.2) 
238U に対する 248Cm の阻止能𝑑𝐸 𝑑𝑥⁄ は載っていないため、𝑑𝐸 𝑑𝑥⁄ ∝ 1 𝑍⁄ として、表にある















                      (4.8.3) 
さらに図 4.8.1 ②に示した標的を通過した後の ER が PSD に打ち込まれるまでのエネルギ
ー損失を求める。ここは 252No と同様に SRIM で 238U が厚さ 1.5 μm の MYLAR 膜で損失
するエネルギーを計算した。これらの計算の結果、PSD に打ち込まれる ER のエネルギー
は 30.7 MeV であった。また Si 中（PSD）での埋め込み深さは 4.4 μm であった。 
他の 3 つの場合に対しても同様の計算を行った結果、2) では Si 中（PSD）に埋め込まれる
深さは 4.4 μm（計算される ER のエネルギーは 30.7 MeV）、3) では 4.4 μm（30.7 MeV）、
4) では 4.3 μm（30.1 MeV）となった。 
 求めた深さを補正式(4.4.3)～(4.4.6)に代入し、PSD の埋め込み深さが 4.4 μm の時、
PSD+SSD イベントに対して 25±14 MeV、PSD only イベントに対して 32±22 MeV、4.3 
μm の時、PSD+SSD イベントに対して 25±14 MeV、PSD only イベントに対して 33±22 
MeV の補正値を得た。そして、観測された 7 つの崩壊チェーンの自発核分裂の TKE を求
















1 284Cn 232（197+35） 257±14 
2 284Cn 182 214±22 
3（Version B） 280Ds 163 195±22 
4（Version C） 286Cn 221（175+46） 246±14 
5 281Ds 195（177+18） 220±14 
6 281Ds 192 225±22 
7 281Ds 207（181+26） 232±14 
 
Chain 1、4、5 は PSD での埋め込み深さが 4.4 µm における PSD+SSD イベントであり、
かっこ内に PSD で検出されたエネルギーおよび SSD で検出されたエネルギーを示す。
Chain 2、3 は埋め込み深さが 4.4 µm における PSD only イベントである。Chain 6 は PSD
での埋め込み深さが 4.3 µm における PSD+SSD イベントであり、かっこ内に PSD で検出
されたエネルギーおよび SSD で検出されたエネルギーを示す。Chain 7 は埋め込み深さが
4.3 µm における PSD only イベントである。自発核分裂した核種ごとの TKE の平均値は
重み付き平均[34]を用いて計算した結果、284Cn：245±19 MeV、280Ds：195±22 MeV、
281Ds：226±4 MeV、286Cn：246±14 MeV であった。また、全 SF イベントのうち PSD+SSD





 前節でも述べたように Z=116 番元素の合成実験は他研究機関でも行われており、TKE も
求められている。そこで、理研と他研究機関における TKE の値の比較を行い、求めた値が
妥当か調べた。 
 2000 年に 116 番元素はロシア・アメリカの共同研究チームによって初めて合成された 
[26]。実験は 248Cm(48Ca,xn)296-xLv 反応によって行われた。実験の結果、イベントの Lv が
観測され、SF のエネルギーESF～210 MeV、252No 合成実験から求めた TKE 補正値がおよ
そ 20 MeV とされ、TKE は～230 MeV であった[28]。核種ごとの TKE は求められていな
いため詳しい考察はできないが、この値と比較して理研で観測された Lv の TKE は妥当で
あることが分かった。 
 続いて 2012 年にドイツの研究チームによって合成された [35] 。実験は
248Cm(48Ca,xn)296-xLv 反応によって行われた。5 イベントの Lv が観測され、自発核分裂し
た核種ごとの TKE は PSD+SSD イベントの補正値を 35.7 MeV、PSD only イベントにつ
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いて 24.9 MeV とし[36]、281Ds：226±20 MeV、284Cn：207±20、220±20、218±20、
206±20 MeV とされた[35]。この結果は理研における実験結果 281Ds：224±9MeV、284Cn：
242±12 MeV と良い一致を示した。 
 
4.8.2 文献値との比較 
 TKE の値は核種の原子番号 Z や質量数 A に依存し、fissility parameter（𝑍2 𝐴1 3⁄⁄ ）に対
する半経験式として示される。そこで、本実験で求めた TKE と Viola らによってまとめら
れた文献値の比較を行った。図 4.8.1に fissility parameterに対する TKE の値を示す[37]。 
 
 
図 4.8.1 Fissility parameter に対する TKE の値[37]。 
 
Viola らによって求められた TKE のフィッティング関数[37] 
𝑇𝐾𝐸̅̅ ̅̅ ̅̅  [𝑀𝑒𝑉]  = (0.1189 ± 0.0011)𝑍2/𝐴1 3⁄ + 7.3(±1.5)                      (4.8.4) 
に自発核分裂した核種 284,286Cn（Z=112）、280,281Ds（Z=110）の原子番号 Z と質量数 A を
代入した結果を図中に赤丸で示す。また fissility parameter に対する本実験で求めた TKE







とから、本研究で開発した PSD での埋め込み深さや TKE の導出方法は今後の熱い核融合
反応を用いた超重核実験にも応用可能であることが分かった。 
 
4.9 Z=116 番元素の ER の波高欠損 
 前述の理研におけるこれまでの実験結果と SRIM[12]によるERの入射エネルギーの計算
値から ER の波高欠損の半経験式(4.5.1)を求めた。ここでは SRIM を用いて計算した ER
の入射エネルギーに対して実際に本実験において PSD で検出された ER のエネルギーをプ




図 4.9.1 SRIM を用いて計算した ER の入射エネルギーと PSD で検出されたエネルギーの関係。実線は
青丸で示す理研でこれまでに得られたデータ[11,13-19]を一次関数でフィッティングした結果である。赤丸
は Z=116 番元素の計算値である。 
 
図中の実線は青丸で示す理研でこれまでに得られたデータ[13-19,31]を一次関数でフィッ
ティングした結果である。赤丸の入射エネルギー（図中の Incoming energy）は Z=116 番
元素について前節に示した方法で、標的中心で合成された ER が標的から飛び出し、真空隔
壁と 2 台の TOF 検出器を通過して PSD に入射する ER のエネルギーを求めた計算値であ
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れている252Noの自発核分裂の全運動エネルギー（TKE = 194.3 MeV）より低い事がわかった。これは
、シリコン半導体検出器に特有な波高欠損の影響（不感層、プラズマ効果等）によると考えられる。埋
め込みの深さx μm対してTKE補正値（文献値との差）の変化を調べたところ、モデル①および②の場
合に対してTKE補正値 [MeV] = －9.397 x + 73.31、③の場合に対してTKE補正値 [MeV] = －1.815 x 
+ 32.52の補正式を得た。さらに、252No合成実験ならびに理研で行ったZ = 108~113合成実験のERに
ついて波高欠損の影響を調べ、SRIM コードを用いて計算した PSD に入射するエネルギーX に対する

























付録 A 半導体検出器（Si-box）のエネルギー校正方法 
A.1 α 線源を用いた Si-box のエネルギー校正方法 
 入射粒子やその崩壊で生じる α 線、核分裂片のエネルギーとその入射位置を決定するた
めに、実験ごとに Si-box のエネルギー校正を行う必要がある。本節ではビーム実験の前に、
α 線源を用いて行った半導体検出器（PSD および SSD）のエネルギー校正試験について示
す。 
 
A.1.1 PSD のエネルギー校正方法 
 第 3 章に示したように PSD は 1 本が 3.75 mm × 58 mm のストリップ 16 本から構成さ
れており、入射粒子や崩壊で生じる α 線、核分裂片のエネルギー、位置を検出する。スト
リップ 16 本のエネルギー校正は、各ストリップの上下（up、down）と、その up、down
の α 崩壊（0-40 MeV）のための低エネルギー回路（High Gain: HG）および自発核分裂（0-400 
MeV）のための高エネルギー用回路（Low Gain: LG）に対してそれぞれ行った。 
 まず、HG のエネルギー校正のために、0-10V の定電圧を出力する波形発生装置（BNC
社、PB-4）を用いて ADC（Analog to Digital Converter）のペデスタルを求め、ADC の
ゼロ点補正を行った。図 A.1.1 は、PSD ストリップ番号 1-8 の up 側で HG に用いられる回






図 A.1.1 PSD の up 側で HG に用いられる回路に、電圧 1 から 9 V まで 1 V の間隔でパルサーからの信
号を入力したときの、ADC チャンネルに対するパルサー信号のヒストグラム。(a)PSD のストリップ番号
1、(b)ストリップ番号 2、(c)ストリップ番号 3、(d)ストリップ番号 4、(e)ストリップ番号 5、(f)ストリップ
番号 6、(g)ストリップ番号 7、(h)ストリップ番号 8。 
 
図中の各電圧におけるパルサー信号のヒストグラムをガウス関数でフィッティングし、中
心値を求めた。電圧 x に対するガウス分布の中心値 y を一次関数 y=ax+b でフィッティング
することによってペデスタル b を求めることができる。求めた HG における各ストリップ

















1 280.322 286.630 
2 291.840 253.671 
3 265.967 271.029 
4 275.324 270.278 
5 255.762 288.213 
6 269.177 254.595 
7 289.307 264.989 
8 273.693 276.421 
9 288.366 275.904 
10 265.002 252.247 
11 280.489 281.719 
12 285.625 256.176 
13 293.637 280.695 
14 269.648 269.076 
15 272.033 259.269 
16 277.593 256.546 
 
次に、Si-boxの前に 241Am標準線源を設置し、241Am線源から放出される α線（5.486 MeV）
を用いて各ストリップの up 側および down 側について、ADC1 チャンネルあたりのエネル
ギーを求めた。図 A.1.2 に HG の PSD スト A.1 リップ番号 1 において up 側と down 側で





図 A.1.2 HG における PSD ストリップ番号 1 の up 側と down 側で検出された α 線の信号。横軸は up 側
の信号、縦軸は down 側の信号である。 
 
up 側から down 側にかけて均等に α 線の信号が分布しており、これを一次関数 y=-ax+b で
フィッティングしたとき、x 軸と交わる点を up、y 軸と交わる点を down とする。up 側の
端で α 線が検出されたときの ADC のチャンネルを L、down 側の端で検出されたときのチ
ャンネルを R とすると、それぞれの値からペデスタル（up 側：up ped、down 側：down ped）
を引いた値 l および r は 
𝑙 = 𝐿 − 𝑢𝑝 𝑝𝑒𝑑 =
𝑢𝑝 (𝑑𝑜𝑤𝑛 − 𝑑𝑜𝑤𝑛 𝑝𝑒𝑑)
𝑑𝑜𝑤𝑛
− 𝑢𝑝 𝑝𝑒𝑑                 (𝐴. 1.1) 
𝑟 = 𝑅 − 𝑑𝑜𝑤𝑛 𝑝𝑒𝑑 =
𝑑𝑜𝑤𝑛 (𝑢𝑝 − 𝑢𝑝 𝑝𝑒𝑑)
𝑢𝑝
− 𝑑𝑜𝑤𝑛 𝑝𝑒𝑑              (𝐴. 1.2) 
より求めることができる。241Am の α 線エネルギー5.486 MeV は l [ch]および r [ch]に対応
するので、5.486 MeV を式(A.1.1)ならびに(A.1.2)で計算した値で割ることによって ADC1
チャンネルあたりのエネルギーを求めることができる。表A.1.2にHGの up側および down



















1 5.385  5.464  
2 5.397  5.177  
3 5.479  5.688  
4 5.721  6.044  
5 5.850  5.718  
6 5.147  5.378  
7 5.538  5.254  
8 5.407  5.534  
9 5.581  5.771  
10 5.639  5.379  
11 5.381  5.870  
12 5.599  6.055  
13 5.390  5.543  
14 5.785  5.374  
15 5.808  5.943  
16 5.284  5.706  
 
求めたペデスタル [ch] ならびに ADC1 チャンネルあたりのエネルギー [keV] より、次式
で HG のエネルギーEHG [keV] を求めることができる。 
𝐸𝐻𝐺  [𝑘𝑒𝑉] = (𝐸𝑢𝑝[𝑐ℎ] − 𝑝𝑒𝑑𝑢𝑝[𝑐ℎ]) × 𝑒𝑤𝑢𝑝[𝑘𝑒𝑉]                                                                       
+ (𝐸𝑑𝑜𝑤𝑛[𝑐ℎ] − 𝑝𝑒𝑑𝑑𝑜𝑤𝑛[𝑐ℎ]) × 𝑒𝑤𝑑𝑜𝑤𝑛[𝑘𝑒𝑉]                                (𝐴. 1.3)  
ここで、ped はペデスタル、ew は ADC1 チャンネルあたりのエネルギーを表す。up 側で
検出されたエネルギーと down 側で検出されたエネルギーを足して、ストリップごとのエネ
ルギーを求める。ここまでのエネルギー校正によって得られた PSD の HG における 16 ス





図 A.1.3 PSD の HG における全ストリップの 241Am の α 線エネルギースペクトル。1 行目左側から順に
ストリップ 1～4、2 行目に 5～8、3 行目に 9～12、4 行目に 13～16 を示す。 
 
各ストリップにおいて 241Am の α 線のエネルギーピークがほぼ同じ位置（5.486 MeV）に
あることが分かる。最後に α 崩壊の分岐比が高く、短寿命の 254No（α 線エネルギー：8.093 
MeV、半減期 T1/2：55 s [1]）を 208Pb(48Ca,2n)254No 反応によって合成し PSD に打ち込ん
で、各ストリップの ADC1 チャンネルあたりのエネルギーを微調整することによって、エ
ネルギー校正を行った。254No についてのストリップごとの HG のエネルギースペクトルを





図 A.1.4  PSD の HG における全ストリップの 254No の α 線エネルギースペクトル。1 行目左側から順に
ストリップ 1～4、2 行目に 5～8、3 行目に 9～12、4 行目に 13～16 を示す。高エネルギー側のピークは
254No（8.093 MeV）、低エネルギー側はその娘核の 250Fm（7.430 MeV [1]）である。 
 
各ストリップにおいて高エネルギー側に 254No（8.093 MeV）、低エネルギー側にその娘核

























1 5.698  5.731  
2 5.637  5.420  
3 5.794  5.940  
4 5.986  6.353  
5 6.150  5.991  
6 5.408  5.639  
7 5.802  5.517  
8 5.694  5.825  
9 5.840  6.063  
10 5.905  5.642  
11 5.686  6.136  
12 5.913  6.324  
13 5.671  5.796  
14 6.022  5.667  
15 6.084  6.268  
16 5.646  5.968  
 
表 A.1.3 の 1 チャンネルあたりのエネルギーを用いて 254No の α 線のエネルギーを求め、測
定されたエネルギースペクトルに対してガウス関数でフィッティングを行った。表 A.1.4 に




















1 8093.34 59.1194 
2 8093.06 61.5628 
3 8093.35 56.0554 
4 8092.85 55.7849 
5 8093.08 59.3973 
6 8093.37 57.8187 
7 8093.33 57.7495 
8 8092.73 57.7321 
9 8092.91 77.1481 
10 8093.01 78.3542 
11 8093.17 75.6088 
12 8092.75 72.0407 
13 8093.31 77.3374 
14 8093.23 77.0878 
15 8093.00 78.7510 
16 8093.11 75.0089 
 
全ストリップについて測定されたエネルギースペクトルの中心値は 254Noのα線エネルギー
に一致し、FWHM は 56-79 keV であった。 
 PSD の HG のエネルギー校正を行った後、LG についてもエネルギー校正を行った。図






図 A.1.5 PSD ストリップ番号 1 において HG で検出されたエネルギー [ch] と LG で検出されたエネル
ギー [ch] の関係。 
 
HG で検出されたエネルギー [ch] と LG で検出されたエネルギー [ch] の比例関係を一次
関数 y=ax+b でフィッティングし、ゲイン比 a を求めた。表 A.1.4 に求めた PSD における






















表 A.1.4  HG で検出されたエネルギー [ch] と LG で検出されたエネルギー [ch] の関係から求めた、各













1 0.114688 20.7176 0.114818 9.98435 
2 0.115643 16.5865 0.11154 29.006 
3 0.113661 8.23855 0.113816 22.9795 
4 0.114628 17.3184 0.114227 4.94636 
5 0.112964 9.26975 0.118874 14.1301 
6 0.115677 12.5778 0.114642 13.7416 
7 0.114242 10.3715 0.115052 23.3925 
8 0.114666 13.4982 0.114432 6.00581 
9 0.115907 10.8076 0.115126 12.7907 
10 0.113386 18.0653 0.114215 12.9819 
11 0.115861 17.4881 0.113972 15.4811 
12 0.116234 11.347 0.109764 21.6153 
13 0.114622 23.5799 0.115649 19.3494 
14 0.112972 16.758 0.114407 20.0137 
15 0.113759 18.4216 0.113986 7.60713 
16 0.11343 15.1178 0.115701 8.35576 
 
ゲイン比 a およびペデスタル b [ch] を用いて LG のエネルギーELG [keV] を求めることが
できる。 
𝐸𝐿𝐺  [𝑘𝑒𝑉] = {
𝐸𝑢𝑝[𝑐ℎ] − 𝑝𝑒𝑑𝐻𝐺,𝑢𝑝[𝑐ℎ]
𝐻𝐺𝐿𝐺𝑢𝑝





× 𝑒𝑤𝐻𝐺,𝑑𝑜𝑤𝑛[𝑘𝑒𝑉]     (𝐴. 1.4) 
ここで、ped はペデスタル、HGLG はゲイン比、ew は ADC1 チャンネルあたりのエネル
ギーを表す。式(A.1.4)を使用して、up 側で検出されたエネルギーと down 側で検出された
エネルギーを足し合わせてストリップごとのエネルギーを求めた。 
 
A.1.2 SSD のエネルギー校正方法 
 SSD は PSD を囲うように 4 台を箱型に配置しており、PSD から飛び出した粒子のエネ
ルギーを検出することができる。4 台の SSD についても PSD と同様にパルサーで ADC の
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ペデスタルを求めた。図 A.1.6 は、SSD 1-4 で HG に用いられる回路に、電圧 1 から 9 V









心値を求めた。電圧 x に対するガウス分布の中心値 y を一次関数 y=ax+b でフィッティング
することによってペデスタル b を求めることができる。求めた HG における各 SSD のペデ

















次に、Si-box の前に設置した 241Am 標準線源の α 線を用いて ADC1 チャンネルあたりのエ
ネルギーを求めた。図 A.1.7 に SSD1 における 241Am の信号を示す。 
 
 
図 A.1.7  SSD1 における 241Am（5.486 MeV）の信号。 
 
241Am の α 線エネルギー5.486 MeV は図中のヒストグラムをガウス関数でフィッティング
したときの中心値 peak channel からペデスタル ped を引いた値に対応するので、5.486 
MeVをpeak channel－pedで割ることによってADC1チャンネルあたりのエネルギーを求















3 5.100  
4 4.868  
 
最後に PSD と同様に 254No を打ち込んで、各 SSD の ADC1 チャンネルあたりのエネルギ
ーを微調整することによって、エネルギー校正を行った。254No についての SSD ごとの HG
のエネルギースペクトルを図 A.1.8 に示す。 
 
 
図 A.1.8 各 SSD の HG における 254No の α 線エネルギースペクトル。1 列目から順に SSD1～4 を示す。




の 250Fm（7.430 MeV）のエネルギーピークが確認できる。表 A.1.6 の ADC の 1 チャンネ

















表 A.1.5 のペデスタルならびに表 A.1.7 の 1 チャンネルあたりのエネルギーを用いて、次式
より SSD ごとの HG のエネルギーを求めた。 
𝐸𝑆𝑆𝐷,𝐻𝐺  [𝑘𝑒𝑉] = (𝐸𝑆𝑆𝐷[𝑐ℎ] − 𝑝𝑒𝑑𝑆𝑆𝐷[𝑐ℎ]) × 𝑒𝑤𝑆𝑆𝐷[𝑘𝑒𝑉]                            (𝐴. 1.5) 
ここで、ped はペデスタル、ew は ADC1 チャンネルあたりのエネルギーを表す。 
PSDのHGのエネルギー校正を行った後、LGについてもエネルギー校正を行った。図A.1.9




図A.1.9 各 SSDにおいてHGで検出されたエネルギー [ch] とLGで検出されたエネルギー [ch] の関係。
(a)SSD 1、(b)SSD2、(c)SSD3、(d)SSD4。 
 
HG で検出されたエネルギー [ch] と LG で検出されたエネルギー [ch] の比例関係を一次
関数 y=ax+b でフィッティングし、ゲイン比 a を求めた。表 A.1.8 に求めた SSD における
HG と LG のゲイン比 a および LG のペデスタル b [ch] を示す。 
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表 A.1.8 HG で検出されたエネルギー [ch] と LG で検出されたエネルギー [ch] の関係から求めた、各
ストリップのゲイン比および LG のペデスタル。 
SSD 番号 ゲイン比 
LG のペデスタル 
[ch] 
1 0.105765 59.2874 
2 0.102809 60.0685 
3 0.115270 54.9222 
4 0.103780 48.4274 
 
ゲイン比 aおよびペデスタル b [ch] を用いて LGのエネルギーESSD,LG [keV] を求めること
ができる。 
𝐸𝑆𝑆𝐷,𝐿𝐺  [𝑘𝑒𝑉] = {
𝐸𝑆𝑆𝐷[𝑐ℎ] − 𝑝𝑒𝑑𝑆𝑆𝐷,𝐻𝐺[𝑐ℎ]
𝐻𝐺𝐿𝐺𝑆𝑆𝐷
− 𝑝𝑒𝑑𝑆𝑆𝐷,𝐿𝐺[𝑐ℎ]} × 𝑒𝑤𝑆𝑆𝐷,𝐻𝐺[𝑘𝑒𝑉]          (𝐴. 1.4) 
ここで、ped はペデスタル、HGLG はゲイン比、ew は ADC1 チャンネルあたりのエネル

























 本実験では SSD でのしきい値を 0.5 MeV とし、PSD と SSD で検出された α 線および
SF について、SSD で検出されたエネルギーが 0.5 MeV 以上の場合には PSD と足し合わせ
て SF のトータルエネルギーとし、それ以下の場合は PSD のみのトータルエネルギーを SF
のエネルギーとした。以下にその決定方法を示す。252No のエネルギースペクトルより、α
線のエネルギーを 8.3-8.5 MeV、SF のエネルギーを 100 MeV 以上とする。このときの α
線ならびに SF のエネルギースペクトルと各 SSD のスペクトルを図 A.2.1、A.2.2 に示す。 
 
 
図 A.2.1 左：252No の α 線エネルギー8.3-8.5 MeV でのエネルギースペクトル（HG）、右：左のスペク





図 A.2.2 左：252No の SF エネルギー100 MeV 以上でのエネルギースペクトル（LG）、右：左のスペク




99.9%除くことができる 5σ の値を計算すると α 線では 0.22 MeV、SF では 0.46 MeV であ
った。よって、しきい値を 0.5 MeV に決定した。 
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